


 

  

序    文 

 

国際協力機構は、ボリビア側から 2006 年 8 月に提出された技術協力要請書に基づき、2007 年 9

月から技プロ「高地高原中部地域開発計画」の事前評価作業を実施し、同月に事前評価ミニッツ

をボリビア側関係機関と署名しました。続いて、11 月に関係者の負担事項等を明記した討議議事

録（R/D）を署名しました。 

事前評価作業においてはプロジェクトの枠組みの決定のためにボリビア側の実施体制の確認等

を行い、本プロジェクトの開始に向けてのプロジェクト・デザイン･マトリックス（PDM）や活動

計画（PO）等を作成しました。 

本報告書はこれらの事前評価から討議議事録署名までの経緯を取りまとめたものであり、今後

のプロジェクトの運営に当たり活用されることを願うものです。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を

表します。 

 

平成 19 年 12 月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

                        ボリビア事務所  

所 長  江 塚 利 幸 
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第１章 事前評価の概要 

 

１－１事前評価の目的・調査項目 

１－１－１ 要請の背景 

ボリビア共和国（以下、「ボ」国）は南米大陸の中央部に位置する内陸国で、面積 109.9     

万㎞
    2

（日本の約 31.1 倍）、人口 871 万人（2002 年）、1人当たり GNI は＄890（2003 年）と南米

で最も貧しい国である。 

この国の高地高原中部地域（ラパス（La Paz）県パタカマヤ（Patacamaya）市からオルロ（Oruro）

県タンボケマード（Tambo Quemado））には、日本政府が円借款（最終的には債権放棄）で建設

に協力した幹線道路があるものの、地区内の開発は非常に遅れている。高地高原地域は標高が

3,700～4,500m の山岳地域に広がる平原で、当国の農村人口の約 4 割を占めているが、寒冷で厳

しい気象条件と、降雨量の少なさ（250～400mm）の上、雨季の集中降雨が地形的に貯水されず、

土壌浸食が激しく土地生産性が低いため、住民の生活水準は貧困である（ラパス県・オルロ県

の農村部貧困率は約 85%）。地域では、過放牧と植生の過剰伐採による自然草地の劣化が急激に

進んでおり、農牧生産性が減少して貧困の度合いがより深刻化しており、生活が維持できない

ことから、都市や熱帯地域への人口流出が加速化している。 

  本地域市町村からは、幹線道路建設をきっかけに日本の協力を得ながら農村開発を進めたい

との意向が強まっている。2003～2005 年派遣の吾郷個別専門家が現地大学・農民とともに参加

型で生産技術向上のための実地試験を実施したことをはじめ、2004 年 8 月以降、技術協力プロ

ジェクトの要請が提出され続けていた。しかしながら 2004 年及び 2005 年の要請については申

請内容が過度で多岐に渡っていた等の理由から、採択には至らなかった。 

  一方、県と対象市町村によって続けられていた問題点分析により、この地域の村落で必要と

されている活動の優先付けが行われた。その結果、農業のための小規模灌漑が最優先とされた。

県・市町村は小規模灌漑施設建設のための予算をつける準備があり、また、現在までに行われ

ている他ドナーの活動（座学での研修等）を通じ、地域の技術者に小規模灌漑施設建設のため

の理論的知識は蓄積されつつあると考えられる。しかしながら、実際の事業実施に至った例は

少なく、具体的な事業を設計する技術力（降雨を貯水する調査、工事設計技術、特に実践的な

知識）が不足しており、具体的な事業実施につながっていない。また、灌漑施設建設と灌漑施

設を有効に利用した営農指導が連動しておらず、灌漑施設が設置された場合にも十分に有効利

用されていない状況である。 

 

（1）協力の枠組み 

(2006 年 8 月の要請内容での案：付属資料 1 要請書) 

1）プロジェクト目標：  

・持続的な開発のための基本的な水土条件を整えるボリビア独自の技術と知識が普及される。 

・水土を保全することで土壌浸食が抑止され、対象地域の農牧生産が向上する。 

2）成果：① パイロット工事を通じ、適切な水土利用技術と知識が市技術者に普及され、現場 

       で適用される。 

② 県と市が、得た知識と技術を活用し、自ら調査・設計・計画・実施できるようにな 
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     る。  

③ 住民が建設された施設を活用し、地域の農牧生産性が向上する。 

④ 生産性向上の結果、飼料作物の生産が改善され、牛やラクダ科動物などの家畜が 

 増加し、その肉や獣毛の販売で住民が現金収入を得る。 

3）実施機関： ① 農牧省農村開発・農牧次官室農村開発部 

② ラパス県・オルロ県の生産開発局 

③ 10 市（ラパス県側 7 市：パタカマヤ、ウマラ（Umala）、サンペドロ・デ・ク 

ラワラ（San Pedro de Curahuara）、チャカリージャ（Chacarilla）、サンチアゴ・

デ・カジャパ（Santiago de Callapa）、チャラニャ（Charaña）、カラコト（Calacoto）、

オルロ県側 3 市：クラワラ・デ・カランガス（Curahuara de Carangas）、トトラ 

（Totora）、トゥルコ（Turco））。 

④ 周辺主要大学（ラパス県インディヘナ大学・オルロ県工科大学農学部他） 

4）ターゲット・グループ： 

直接裨益者：2 県・10 市が雇用する土木技師、営農指導のための農業技師約 50 名。 

間接裨益者：対象 10 市住民 約 74,000 人 

5）協力期間  ：2007 年 11 月～2010 年 12 月（予定、3 年 2 ヶ月） 

 

１－１－２ 事前評価調査の目的 

（1）プロジェクト協力分野の妥当性の確認 

（2）プロジェクト実施体制の確認 

（3）プロジェクト計画の詳細決定 

（4）プロジェクト計画決定からプロジェクト開始までの工程の確認 

 

１－１－３ 調査項目 

1  ボリビア農村開発セクターの現状 【既存資料から適宜整理する】 

1-1  中央政府 

1-1-1 国家開発計画と農村開発戦略(特に灌漑と営農指導、流通について) 

      1-1-2 農村開発・農牧・環境省農村開発次官室（及び水資源省灌漑次官室）の組織体制、 

人員、予算 

1-1-3 全国家畜衛生サービス局(SENASAG)ラパス支局の組織体制、人員、予算 

1-1-4 ボリビア国家レベルでの主要作物とそれに従事する世帯数 

1-1-5 農業普及制度 

 

1-2  ラパス県・オルロ県 

1-2-1 県活動計画と農村開発戦略(特に灌漑と営農指導、流通について) 

1-2-2 組織体制・人員・予算(県農牧サービス局(SEDAG)との関係を含む) 

 

1-3  対象 10 市 

1-3-1 市の年間活動計画（POA）と農村開発戦略(特に灌漑と営農指導、流通について 
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1-3-2 組織体制・人員・予算 

1-3-3 統計データ（各市の貧困度、人口移動の安定性、基本医療サービスの有無、初等教 

育普及度、近年の事業実施状況、自然災害状況、他ドナーの活動状況、社会的安定

度他。既存資料から収集） 

 

1-4  その他のアクター 

1-4-1 農村開発関連研究機関・大学 

1-4-2 主要作物の生産者団体 

1-4-3  NGO 他 

 

１－２ 事前評価調査メンバー 

（1）総括    江塚 利幸 国際協力機構 ボリビア事務所長 

（2）農村開発・農業土木  橋田 幸雄 ボリビア農牧省配属 個別専門家 

（3）協力企画           高畠 千佳  国際協力機構 ボリビア事務所 職員 

(4) 計画分析・文書作成   岡村 優子       同上         所員 

 (5) セクター情報収集    エドワルド アルファロ（Eduardo Alfaro）  

国際協力機構 ボリビア事務所  在外専門調査員 

(6) 評価分析        アルバロ アルセ（Alvaro Arce） コンサルタント 

（パフォーマンス不良のため途中解雇） 

 

１－３ 調査日程と評価手順 

7 月下旬～9 月下旬：現地コンサルタント傭上 2 県、10 市等の実施体制分析開始。 

8 月中旬：2008 年度各県・市の活動計画に本プロジェクトについての最低限必要と考えられる

予算措置を盛り込むため、プロジェクトの概要のみを記載した覚書(acta)を作成。 

→その後覚書の内容調整が続けられたが、時間がかかり結果的に 9 月に締結した事前評価ミニ

ッツで、翌年の予算措置に間に合ったため、この覚書は署名されなかった。 

8 月下旬：ラパス県側 7市、オルロ県側 3市を対象にワークショップ開催(2 回)。 

       場所  ：ラパス県パタカマヤ市、オルロ県クラワラ・デ・カランガス市 

対象者：県生産開発局担当者、市長、市技術者 

目的  ：プロジェクトの目的確認、現在の実施体制についての調査報告、9 月のワーク 

        ショップに向けた調整 

9 月 10～11 日(月・火)：10 市合同でのワークショップ開催 

    場所  ：ラパス県パタカマヤ市 

    対象者：農牧省担当、2 県生産開発局長、10 市技術者、2 大学代表者 

    目的  ：プロジェクトの技術的面での問題分析、PDM 案の作成 

9 月 12～13 日(水・木)：ミニッツ協議（場所：ラパス市 JICA 事務所） 

9 月 18 日(火)： ミニッツ署名（場所：ラパス市灌漑次官室内会議室） 

    署名者： 2 県知事、10 市長（1 市長が未署名）、3 大学学長・農学部長、 

水資源省灌漑次官、農牧省農村開発次官、JICA 側総括 

 



 

 4

                  付属資料 2：主要面談者リスト 

付属資料 3：事前評価ミニッツ 

11 月 19 日 実施協議議事録(R/D)署名       付属資料 3：R/D 
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第 2章  調査結果の詳細 

 
２－１ 対象地域の現状（人口、自然条件など） 

２－１－１ 概要 

本調査地域は、ラパス県アロマ（Aroma）郡、ガルベルト・ビジャロエル（Gualberto Villarroel）

郡、パカヘス（Pacajes）郡、オルロ県サハマ（Sajama）郡、サンペドロ・デ・トトラ（San Pedro 

de Totora）郡の 10 市（パタカマヤ、ウマラ、サンペドロ・デ・クラワラ、チャカリージャ、サ

ンチャゴ・デ・カジャパ、カラコト、チャラニャ、クラワラ・デ・カランガス、トゥルコ、サ

ンペロド・デ・トトラ）にわたる面積 18,745k ㎡の広大な地域である。ラパス市とオルロ市を結

ぶ国道に位置するパタカマヤ市は、対象地域の中で最も大きい都市であり、対象地域のラパス

県での交通、行政や経済の中心をなしている。 

パタカマヤ市からチリ国境の中間に位置している、クラワラ・デ・カランガス市はオルロ県

での主要都市となっている。パタカマヤ市は首都ラパス市から 103km、クラワラ・デ・カランガ

ス市は 203 km の距離にある。調査対象地域内の 10 市の連絡道路は、中央の国道から枝状に伸

びているが、その全ては砂利道であり、パタカマヤ市から最も遠いチャラニャ市までは 330km

と半日の行程となっている。 

 

２－１―２ 気候 

調査対象地域の標高は 3,800m から 4,300m であり、亜熱帯性高地気候である。雨季と乾季が

あり、降雨は雨季に集中し、乾季には 2 ヶ月以上降雨がない年もある。気象観測点はパタカマ

ヤ市で 1943 年から 2005 年まで観測されているデータの概要を下記に示す。 

 

項目 観測値 項目 観測値 

年平均降雨量 414ｍｍ 年平均気温 9.76℃ 

年平均最高気温 18.73℃ 年平均最低気温 0.76℃ 

年平均湿度 52.73％ 年降水日数 80.9 日 

年平均蒸発量 1852.3ｍｍ 年平均日最大降雨量 35.38ｍｍ 

年間霜日数 180.4 日 年間降雹日数 3.4 日 
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地域別の降水量は以下のとおり。 

年間降水量(mm)
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降水量、気温もチリ国境に近づくにしたがって、低下する傾向がある。 

 

２－１－３ 水文 

対象地域の中央をチチカカ湖（Lago Titicaca）から流れ出るデサグアデロ（Desaguadero）川が 

北から南に縦断している。デサグアデロ川の川幅は平均 100ｍ程度で、当該河川を利用した灌漑 

施設は無く、河川の両側で氾濫原を利用して牧草、ジャガイモが栽培されている。チチカカ湖

周辺の汚水も本流に流れ込んでいることから、水質について住民は不安を持っており、当河川

水を利用する大規模な野菜栽培は行なわれていない。対象地域にはそのほか、デサグアデロ川

の支流としてマウリ（Mauri）川、スリョマ（Sulloma）川があり、これらは乾期においても涸れ

ることがない。これらの支流はラクダ科家畜用の飲料水と牧草の確保のために利用されている。

この支流についても河川にダム、頭首工等の河川構造物は設置されていない。 

今回の 10 市に建設する灌漑施設で利用する小河川の流量は、観測されていない。 
 

２－１―４ 土壌 

露出している地層の時代は白亜紀、第三紀、第四紀で、表層は火山性土壌から構成され、有 

機物の含有量が少ない（3％以下）。多くはやや酸性を呈している。対象地域は火山とその崩壊

土が構成する斜面で、その下に位置する古い粘土性堆積物からなる平坦な丘（テラサ）から形

成されている。このテラサでは酸性の高い場所もある。デサグアデロ川及び支流においては河

川の氾濫原がある。有機物は多いが常に河川洪水があり、農業を実施するには条件が悪い地域

である。 

 

(1) 植物相 

半乾燥地のため、葉の硬い下草が多くチリウア（Chillihua）と呼ばれる固有の牧草が繁殖し

ている。ナッカトーラ（Ñacka thola）という潅木も繁殖し家畜の飼料や燃料として利用されて

いるが、段々と減少しており、渓谷沿いや家屋の近くにはユーカリが植林されている。 
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（2）動物相 

鷹、ネズミ、ヤマウズラ、野ウサギ、キツネ、ビクーニャ（ラクダ科）が棲息しており、

特に絶滅が危惧されている動物はいない。 

 

２―１―５ 土地利用 

調査地区のオルロ県側の 3 市(クラワラ・デ・カランガス、トゥルコ、サンペロド・デ・ト 

トラの土地利用はリャマ、アルパカの牧草地として利用されている。ラパス県側のカラコト市、 

チャラニャ市の 2 市も同様に牧草地として利用されている。 

 

名称 市面積

（ｋｍ２） 

人口（200１年） 灌漑面積（最大） 灌漑地区主要作物 

パタカマヤ 447 20139 200ha 牧草、麦、ソラマメ 

ウマラ 873 9583 56ha 牧草、麦、ジャガイモ

サンペドロ・デ 

・クラワラ 
726 

8103 なし  

チャカリージャ 371 1566 なし  

サンチャゴ・デ 

・カジャパ 
1273 

8099 なし（建設後活用さ

れていない） 

 

カラコト 3700 8818 なし  

チャラニャ 2709 2766 なし  

クラワラ・デ・

カランガス 
2786 

5278 25ha 牧草 

トゥルコ 3873 3818 なし  

サンペロド・デ 

・トトラ 
1987 

4941 15ha 麦、牧草 

総計 18745 73111 296ha  

出典：各市 2008 年予算要求資料（POA） 

 

その他の立地状況としては、トゥルコ市及びクラワラ・デ・カランガス市の地域内にサハマ 

 国立公園が存在する。その他は保護地区、生態的に重要な生息地、歴史・文化的価値を有する

地域等は対象地域内には存在しない。 

 

  ２－１―６ 土地所有 

土地所有の形態は各市によって異なっている。個人所有の比較的大きいところと、集落自体で 

権利を持っている面積が多いところがある。 

 

市の名称  
 
パタカマヤ 

コルチャニ（Colchani）、パタカマヤ、サン・マルティン・イキアカ（San 
Martín Iquiaca）、ビジャ・パタラニ（Villa Patarani）及び チアラケ

（Chiaraque）の集落はローテーション栽培でキヌアを主体に集落にて
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輪番管理しているが、その他は個人所有である。 

ウマラ 集落にて輪番栽培を行なっているところが多い。 

サンペドロ・デ・ク

ラワラ 
個人所有が多い。 

チャカリージャ 個人所有が多い。 

サンチャゴ・デ・ 
カジャパ 

グアナ・チコ（Guana Chico）とフクマリエ地区（zona Jucumarini）は

集落にて管理している。牧草地がそのほとんどである。  

カラコト 土地は集落管理のところが多い、利用方法は個人にて決定されてい

る。 

チャラニャ 同上 

クラワラ・デ・ 
カランガス 

土地所有面積は 一家族当たり 80 a ～120 ha で個人所有が多い。 

トゥルコ 土地所有面積は 一家族当たり 314ha で個人所有が多くそのほとんど

が牧草地である。 

サンペロド・デ・ 
トトラ 

個人所有が多い。  

 

２－１－７  社会・経済状況 

人口、民族構成、生計手段、貧困層の割合は以下の通りである。 

 

市 人口

(人) 

民族構成(%) 生計手段 

(上位 2種) 

貧困層の割合

(%) 

パタカマヤ 20,239 アイマラ    65.7 
ケチェア    1.9 
その他先住民系 0.3 
無所属         9.1 

農牧・狩猟・植林業
68.4 
商業 6.9 

97.1 

ウマラ 9,583 アイマラ    96.6 
ケチュア    1.1 
その他先住民系 0.1 
無所属     2.1 

農牧・狩猟・植林業
75.1 
工場従事者 9.9 
 

97.1 

サンペドロ・デ・

クラワラ 
8,103 アイマラ     96.1 

ケチュア     0.2 
その他先住民系 0.0 
無所属         3.6 

農牧・狩猟・植林業
75.0 
工場従事者 8.3 
 

98.8 

チャカリージャ 1,566 アイマラ    96.7 
ケチュア    0.3 
その他先住民系 0.1 
無所属         2.8 

農牧・狩猟・植林業
57.8 
工場従事者 9.5 
 

99.9 

サンチャゴ・デ・

カジャパ 
8,099 アイマラ     95.3 

ケチュア   0.5 
その他先住民系 0.1 
無所属         4.1 

農牧・狩猟・植林業
54.8 
商業 7.1 

100.0 
 
 
 
 

カラコト 8,818 アイマラ    92.5 
ケチュラ    0.2 
その他先住民系 0.1 
無所属         7.1 

農牧・狩猟・植林業
72.5 
工場従事者 11.1 

 

 

98.7 

チャラニャ 2,766 アイマラ    90.8 農牧・狩猟・植林業
73.5 

95.8 
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ケチュア    1.1 
その他先住民系 0.2 
無所属         7.7 

商業 9.8 

クラワラ・デ・ 
カランガス 

5,278 アイマラ    88.2 
ケチュア    4.1 
その他先住民系 0.2 
無所属         7.3 

農牧・狩猟・植林業
50.0 
鉱 山 労 働 従 事 者
19.6 

93.7 

トゥルコ 3,818 アイマラ    95.5 
ケチュア    1.9 
その他先住民系 0.0 
無所属         2.5 

農牧・狩猟・植林業
63.2 
鉱山労働従事者 8.5

95.8 

サンペロド・デ・

トトラ 

 

4,941 アイマラ    96.4 
ケチュア    0.6 
その他先住民系 0.1 
無所属         2.9 

農牧・狩猟・植林業
23.7 
工場従事者 16.1 
 

99.4 

出典：国家統計院（INE）の統計 2001 年版 

 

２－１－８ 農業 

下表はボリビア国での耕作面積を表す。 

 

表 ボリビア国農作物の耕作面積（2004 ～ 2005） 

作物名 耕作面積 (has) 中～大規模農家 
(has) 

小規模農家 
(has) 

穀類 778.029 129316,8 648712,2 
米 216.568 _ 216568 
大麦 85.528 _ 85528 
トウモロコシ 333.855 100156,5 233698,5 
キヌア 44.877  44877 
小麦 97.201 29160,3 68040,7 
嗜好品 25.352 _ 25352 
コーヒー 25.352 _ 25352 
果実類 100.761 _ 100761 
野菜類 114.050 _ 114050 
産業品 1.220.394 1.220.394 _ 

綿花 10.198 10.198 _ 

サトウキビ 108.558 108.558 _ 

ヒマワリ 99.000 99.000 _ 

南京豆 12.253 12.253 _ 

大豆 944.385 944.385 _ 

胡麻 40.000 40.000 _ 

唐胡麻 6.000 6.000 _ 

塊茎類 165.148 _ 165.148 
馬鈴薯 126.209 _ 126.209 
タロイモ 38.939 _ 38.939 
牧草 144.277 _ 144.277 
アルファルファ 27.005 _ 27.005 
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ケール大麦 117.272 _  
合計 2.548.011 1.349.711 1.198.300 

  53% 47% 
 

 

調査地域の伝統的作物は、ジャガイモ、キヌア、野菜、牧草（大麦、アルファルファ）が生 

産され、乳牛、肉牛、羊、豚、リャマ、アルパカが飼育され、各種食肉、牛乳、チーズが生産

されている。主食のジャガイモと飼料作物は全域で栽培されている。野菜類は河川沿いの圃場

と灌漑施設のある周辺にのみ栽培されている。大部分の作物は雨季（9 月から 4 月）に播種され、

2 月から 4 月に収穫を迎えている。この地域では収穫量の大きな差があるが、各地区から得られ

た収穫量を示す。 

 

現在 ジャガイモ  0.7～2.5Ton/ha   大麦 1.75～2.5Ton/ha  

キヌア       0.1ton/ha   

場所によって大きく収穫量の差がある。 

一部ではソラマメも栽培されているが量的には少ない。調査地域で年間降水量が 400mm を超 

えるパタカマヤ市、ウマラ市は乳牛が比較的多く飼育されている。オルロ県 3 市では年間降水

量 300mm 前後であり乳牛を飼育するのは困難なため、リャマ、アルパカが多く飼育されている。

羊は地域全体で飼育されている。 

当該地域での一頭あたりの価格は以下のとおり。 

肉牛   250bs   重量 380kg 

羊     42bs      重量 34kg 

ラクダ科 94bs      重量 70kg 

当該地域の放牧の方法は、一般にリャマと羊を併せて群れを形成し、夏（9 月～3 月）に高地  

に移動し、低地での牧草の生産に家畜の食害がないようにして乾期にそなえている。牛は、牧

草が十分栽培できる水のある地域のみで飼育できることから、プロジェクト地域の大部分で乳

牛は大規模には飼育されていない。 

 

＜将来の灌漑農業＞ 

水量が限定された中で、牧草や家畜の飲料水以外でも灌漑水を用いた農業を、この地域でモ

デル圃場として整備する必要があると思われる。 

このモデル圃場は、重点 4 市にて実施するプロジェクトの工事の範囲で整備されるのが理想

的であるが、条件が合致しなければ単独に設置しても良い。対象地域内で当プロジェクトと協

力して野菜栽培を実施し、プロジェクトが終了した時点でプロジェクトが設置した施設を購入

し野菜栽培を継続する農家を選定し、モデル圃場を設置する。希望者でない場合は、モデル圃

場を設置しプロジェクトの担当者が野菜栽培を実施する。機材は協力終了後売却する。 

 

＜モデル圃場＞ 

近隣の篤農家が行っているハウス栽培方法を模倣してニンジン、レタス、タマネギを栽培す 

るモデル圃場を設置する。 
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ハウス 2 棟  

    10m×20m 程度の高さ 1.0ｍ土塀の上に軽量の鉄骨の屋根を設置し、その上の透明ビ 

    ニール にて覆う。 

配水 点滴灌漑（パイプ、フィルター、バルブ） 

導水 パイプライン直径 5cm 延長 100m 以内 圧力は 1kg/cm 以上を確保する。 

ハウスにする理由： 

 確保できる水量が少ないと想定 

 少ない水量で有効に利用でき方式である 

 火山性土壌が主体であることから水の浸透量が高く、畝間灌漑である水量が多く必要

である。 

 降雹と結氷が年間を通じて生じる可能性が高い 

 栽培量を想定できるため、商品としての価値が高い。 

 

２－１－９ 普及活動 

農業支援サービスは、県・町の組織は十分ではない。過去にボリビア農牧技術研究所（IBTA） 

の試験場がパタカマヤ市にあり、家畜（ラクダ科）やキヌアの試験場があり技術者も常駐し指

導も個別的に行われていたが、現在はサン・アンドレス大学（UMSA）が試験場を引き継ぎ農学

の課程を有しているが、周辺の農民に教える状態にはなっていない。灌漑事業に関する指導は、

まったく行なわれていない。 

 

２－１―１０ 灌漑 

ウマラ市とクラワラ・デ・カランガス市において雨期に広域な灌漑が見られるが、大部分が 

牧草のための湛水灌漑を行なっている。ウマラ市にあるスペインの無償援助で設置された灌漑

用ため池の下流では、パイプラインによる畝間灌漑が実施され、ジャガイモ、ソラマメ、ニン

ジン、タマネギの野菜が栽培されている。同時に家畜の飲料水にも利用されている。10 市地域

全体を見ると灌漑施設は皆無といってよい。その理由として、水源の確保が現在の市の建設技

術水準と行政能力不足により公共事業の発注がスムーズに出来ないことが、灌漑農業の発展を

阻害していると考えられる。 

ウマラ市の既存灌漑施設は NGO の指導のもとに水管理の合意形成が行なわれ、輪番制により 

配水されている。その他の地域でも受益者の話し会いにより、時間制によって配水量を決定し

ている。 

 

 ２－１―１１  公共サービス 

ラパス市に近いパタカマヤ市とウマラ市については比較的施設は完備しているが、その他の 

 地域は整備率が低い。 
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出典：2001 年国家統計庁 

 

２－１－１２ 環境 

環境に関わる法律として環境基本法(1992 年、法律 1333 号)があり、それに基づいて、工事規

模の大小によって環境影響評価（EIA）を環境法第 25 条で実施することが定められている。手

続きの概要は以下の通りである。 

(1) 事業実施者は担当の環境局に環境レポートを提出する。 

(2) 環境局は（提出後 10 日間の判定期限の間に）下記の 4 つのカテゴリーについて事業実施者

に通達する。 

 

カテゴリーⅠ：総合的な EIA を必要とする。 

→事業実施者は環境局に対し総合環境インパクト評価調査(環境モニタリング及び適用計画、ミ

ディゲーション対策プログラムを含む)の報告書を 12 ヶ月間の間に提出する。 

報告書提出後30日の判定期間の後、環境評価の公表が行われる（環境ライセンスが発行される）。 

カテゴリーⅡ：特定的な EIA を必要とする。 

→事業実施者は環境局に対し特定環境インパクト評価調査(環境モニタリング及び適用計画、ミ

ディゲーション対策プログラムを含む)の報告書を 12 ヶ月間の間に提出する。 

報告書提出後20日の判定期間の後、環境評価の公表が行われる（環境ライセンスが発行される）。 

カテゴリーⅢ：特定的な EIA を必要としないが、概念的な検討を行うことが望ましい。 

→環境モニタリング及び適用計画、ミディゲーション対策プログラムを 6ヶ月の間に提出する。 

報告書提出後 15 日の判定期間の後、カテゴリーIII に対する遂行証書(環境ライセンス)が発行

される。 

カテゴリーⅣ：EIA を必要としない。 

→カテゴリー通達後 10 日の間にカテゴリーIV に対する遂行証書(環境ライセンス)が発行され

公共サービス整備率
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る。 

環境影響評価は県の事業の場合は国（農村開発・農牧・環境省環境次官室）が、市の事業の

場合は、県の環境局がそれぞれ審査を行う。 

 

現在、10 市で実施予定の規模の工事は、カテゴリーⅢもしくはⅣに属し環境に大きく与える

ものでないと判断される。この判断は両県が実施するが、そのための資料を市が作成すること

を通じて、市の担当者と県の担当者にこの地域において環境に与える影響への一般的緩和方法

を見出してゆくことが本プロジェクトの目的の一つである。 

ため池や河川内ため池の建設については、以下の項目について検証することが必要である。 

 

項目 場所 頻度 検査項目 備考 

水質 水路末端 6ヶ月 PH,濁度、窒素  

土壌 土預け場 開始、終了時 有機、窒素  

植生 工事現場 開始、終了時 有無  

 

 

２－２ ボリビア側実施体制 

２－２－１ ボリビア農村開発セクターの現状 

ボリビアは、国の貧困層の大部分が農村に集中していることから、農業を支援しながらの総

合的な農村開発が進められていた（農牧・農民省 Ministerio de Agropecuario y Asuntos Campesinos、

農業・農村開発国家戦略 ENDAR: Estrategia Nacional de Desarrollo Agropecuario y Rural など）。ま

た先の政権では、村落に居住する先住民のテーマを別の分野として取り扱っていた（先住民省 

Ministerio de Asuntos Indigenas y Pueblo Originario）。2006 年 1月に発足した現政権は、最貧困層へ

の支援を各分野の優先テーマとした国家開発計画を発表し、農業推進、農村開発、食料補償な

どを農村開発・農牧・環境省（MDRAyMA: Ministerio de Desarrollo Rural, Agropecuario y Medio 

Ambiente 以下農牧省）が担当することになった。そしてテーマによっては様々な省庁・機関が

関係する案件もあり、実施体制が複雑になっている。いくつかの県庁の政党が現政権と異なる

などの理由から、県庁や市役所との連携が弱体化しているところもある。また、農牧省管轄の

総合開発ユニット(Unidad de Desarrollo Integral)が地域ごとに普及や技術支援をすることも、県庁

や市役所との関係に影響すると考えられる。 

 

２－２－２ 中央政府 

  (1) 灌漑事業に関わる法律 

2004 年の灌漑法 2878 号や土壌の利用・管理についての国家計画(2003 年)、農牧分野開発

計画(2006 年)等の関連法律があり、灌漑施設の拡充、適切な土壌保全、小規模農民への支援

等の本プロジェクトの活動内容はこれらの方針と合致する。 

2006 年 11 月には国家土壌利用管理政策が承認され、国、県、市が行う公共事業については 

左記の政策を遵守し工事を実施しなければならない。しかし、国は基準を示すことは実施す

るが、その法律が実行されているかについては行政機関（国、県、市）で確認の手段を持っ

ていないので、国、県、市の担当者へ情報が伝わってない場合がある。 
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(2) 大衆参加法と地方分権政策 

大衆参加法(法律 1551 号、1994 年）、地方分権に関する法律 1654 号(1995 年) 及び関連の

大統領令 24833 号（1997 年）等により、ボリビアは中央政府から市・県に権限が委譲されつ

つある過程にある。委譲当初はこれらの地方の行政機関が政治的理由から目立つ事業を開始

していた（サッカー場建設等）。しかしながら近年ようやく、地域の農業等、日常の活動に貢

献する事業計画が重要視されてきたところである。 

 

(3) 農牧省農村開発次官室と水資源省灌漑次官室の役割分担    

小規模・大規模に拘らず灌漑事業は一般に灌漑次官室が管轄することとなっている。本プロ

ジェクトにおける農村開発次官室の役割は土壌保全、水を活用しての作物栽培、流通等とな

る。2004 年の法律 2878 号によると、水資源大臣を座長とし、水資源省(Ministerio del Agua、

MdA)灌漑次官室と農村開発次官室等をメンバーとする国家灌漑サービス局（SENARI）を発

足しており、この SENARI が全国の灌漑施設の登録作業を開始している。このため、本プロ

ジェクトに関しては灌漑次官室と農村開発次官室にそれぞれ定期的に情報提供していき、今

後の SENARI の決定に本プロジェクトの内容を反映させることを目指す。灌漑次官からは積

極的な本プロジェクトへの参加が表明されている。 

 

(4) 農牧省の役割 

農牧省の組織図を示す。（付属資料 4） 

国家開発計画 (Plan Nacional de Desarrollo) は、多民族でコミュニティを尊重した国つくりに

よる植民地支配とネオリベラリズムからの脱却をうたっており、農牧省は 2 つのセクターで関

連している。それは、水資源省灌漑次官室と連携する“農牧業の発展”と、農牧省土地計画・

環境次官室の“自然資源”である。これに基づき、農牧省は新セクタープラン『農村、農地、

森林改革 (Revolución Rural, Agraria y Forestal)』を発表した。 

当プロジェクトの農牧省を総括しているのは、農村開発部であり、技術的な窓口として担当

するのは、農村開発局長の下にある土壌保全課が担当となる。当事業を実施項目にある各種マ

ニュアルの作成については土壌保全課と密接な連絡が必要となる。 

 

(5) 水資源省の役割 

水資源省の組織図を示す。（付属資料 5） 

灌漑事業における中央の機関として SENARI あるが、各県において県庁内の組織として県灌

漑サービス局(Servicio Departamental de Riego: SEDERI)があり、その機能を水資源省にて指

導・監督を行っている。水資源省は gtz（ドイツ協力庁）の協力により、SENARI、SEDERI

に人員を送り協力している。灌漑に関する水利権の登記や合意形成の作業をついて、当プロ

ジェクトと特に SEDERI と密接な連絡が必要となる。 
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灌漑次官室組織図 

 

 

２－２－３ 農業普及制度 

ボリビア国における農業技術の普及は、1990 年代の IBTA (Instituto Boliviano Tecnología 

Agropecuaria) に続き、2000 年の政令第 25717 号によって SIBTA (Sistema Boliviano de Tecnología 

Agropecuaria)が創設され、前政権まで農牧業の試験研究と普及を実施してきた。SIBTA は、ボ

リビア国を 4 つの地域にわけて各々財団を創設し、国の予算と各ドナーの予算をもとにそれぞ

れが独自の活動を展開したが、試験研究よりもプロジェクト実施による農業技術の普及が主な

活動であった。 

その後、現政権は新体制（Instituto Nacional de Innovación Agropecuaria y Forestal: INIAF）の構

想を打ち出し、現在具体化に向けて活動している。INIAF 構想は、技術の革新と在地技術の適用

と促進が主で、大学や他の機関との協力も考慮されている。前述の通り、農業技術の普及は、

中央政府の地域機関で農牧省農村開発次官室が管轄する総合開発ユニット(Unidad de Desarrollo 

Integral: UDI) （全国に 25 ヶ所程度）が担当することになる。 

 

  ２－２―４ ラパス県、オルロ県 

(1) 県の組織体制 

県の実施体制の一例として、ラパス県の組織図を添付する(別添 6)。県庁内部には生産開発

局、農牧サービス局（SEDAG）、灌漑課が存在し、これらの調整が必要である。県庁の外部組

織として国家農牧サービス局（SENASAG）の県支局も存在する。上記の SENARI の発足を受

けて、ラパス、オルロ県でも県レベルの灌漑課を拡大して SEDERI を発足しており、オルロ

県からは SEDERI の担当者が参加型セミナーに参加した。 

 

(2) ラパス県庁が独自に実施した調査 

ラパス県庁が 2007 年に外部業者レインヘニエリーア（Reingeniería）に発注して対象 10 市 

 にそれぞれ 1 施設の設計と積算を行った。この調査ではこの調査を本プロジェクトでは模式

設計として活用できると考えられる。設計の概要は付属資料 7 のとおりである。 

 

灌漑副大臣 

灌漑局長 

灌漑事業及び制度課長 灌漑分野調整課 灌漑施行法律課 

 SENARI  
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(3) 県の市強化の計画 

ラパス県については、県内82 市のうち、規模の大きな市程度を重点的に強化し、それら中 

規模都市が周辺の小規模都市を技術的に支援していくという構想があるが、現時点でも構想程

度であり、具体的な計画は無いことが判明した。しかしながら、県知事等が演説を行う際には

アチャカチ（Achacachi）市、パタカマヤ市、ビアチャ（Viacha）市、カラナビ（Caranavi）市

を地域の中核として強化したい、という方針が度々説明されている。オルロ県については特に

重点市を設定する動きはないが、市の上の郡(Provincia)の単位での行政能力を高めたいという

方針が説明されている（これも具体的な計画は入手していない）。 

   この状況を受け、本プロジェクトでは既存の行政単位である市・県の連携を強化することと

し、これらの重点都市構想や郡単位での行政についてはプロジェクト実施期間中も継続的に注

視していくこととする。 

 

(4) 県農牧サービス局 （Servicios Departamentales Agropecuarios：SEDAG） 

県レベルでは SEDAG が技術普及・支援を行い、市レベルでは、各市町村の農業技師らが普

及・技術支援を行っている。プロジェクト対象地域の市の規模は小さく、農業技師が 1～2名

程度雇用されており、住民のニーズを満たすには至らない。本局は、県の農牧業の振興のた

めに設けられた局で、各市と調整しながら国家計画に沿った事業を展開している。 

 

SEDAG組織図 

 

    (5) SEDERI 

本局は、国家灌漑サービス同様、灌漑法（第2878号）に基づいて設置された県の新しい制度

である。本局はSENARIと調整しながら以下業務を実施する。 

1）県灌漑計画の作成する 

2）SENARI に対しプロジェクトを提出する 
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3）灌漑事業に関する技術支援、研修、試験研究、組織活動を実施する 

4）県灌漑情報システム（Sistema Departamental de Información de Riego: SDIR）を管理する 

5）県灌漑規約 (Padrón Departamental de Sistemas de Riego: PDSR) を作成・管理する 

6）灌漑組合を組織化する  

7）すべての灌漑事業に関係する公共機関への支援  

 

しかし、県庁（及び農牧局）灌漑課から SEDERI への移管は容易ではなく、県庁自体混乱

している。 

 

２－２－５ 対象 10 市    

(1) 対象10 市の概要 

10市のキャパシティーを中心としてキャパシティー・アセスメントを行った。   

詳細は付属資料 8-1 及び 8-2 のキャパシティー・アセスメント表を参照。代表例を以下に示す。 

 

例：ラパス県パタカマヤ市【対象10 市のうち、最も規模が大きい】 

人口： 20,039 人（2005年 国家統計局） 

生産関係公共事業支出額：1.7百万Bs  (約24百万円)    2002年 国家統計局 

                           4.5百万Bs (約67百万円)   2006年予算 (聞き取り) 

9百万Bs  (1.3億円)     2007年予算 (聞き取り) 

全職員数   ：70名 

土木分野の技師： 2名 

農業分野の技師： 2名 

 

：ラパス県チャカリージャ市【対象10 市のうち、最も規模が小さい】 

人口： 1,566 人（2001年 国家統計局） 

生産関係公共事業支出額： 145千Bs  2002年 国家統計局 

全職員数   ： 8名 

土木分野の技師： 0名 

農業分野の技師： 1名 

 

キャパシティー・アセスメントの結果、プロジェクト対象地域は下記の状態にあると判断で

きる（参加型ワークショップでの議論が集中した点を含む)。 

＜自然環境面＞ 

1）降水量が400mmで、雨季に集中しているため、土地の保水力が少ない。 

2）標高4,000mを中心とした高原が広がり、北西から南東に流れるデサグアデロ川は、勾配が

緩やかで、大規模な貯水をするための適地がない。 

3）平坦地が広がり、集落が分散しているため、集落ごとに小規模灌漑施設を数多く設置するこ

とが経済的である。 

4）年間を通じて気温が0度以下に低下することがあり、作物が凍結する恐れがある。 

5）渇水が近年頻繁に生じ、野菜等の導入作物の選定が難しい。 
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＜社会面＞ 

1）人口が少ないため村の歳入が低く、経済的に技術者を雇用できない。 

2）人口が少ないため、高等教育を受ける人が少ない。 

3）集落間の情報交換が少なく、農民レベルの技術や知識が広がらない。 

4）首長は同族、親戚関係で選出され一部の集団で形成されることが多く、経験が次世代に継続

されない。（首長が交代すると職員の大部分が交代する。） 

 

＜技術者＞ 

1）資金情報を正確に把握していない。 

2）水利用に関する法律、基準について正確に理解していない。 

3）少ない灌漑水の効率的利用の知識がない。 

4）経験が少ないため、適切な水源選定が出来ない。 

5）国際機関やNGOが建設した施設工事に従事している経験はあるが、同様な規模の他工種の 

   工事費を計算できない。 

6）工事規模による土木建設機械の能力を正確に理解していない（工程表が作成できない）  

7）灌漑水を利用した野菜・牧草栽培の知識が少ない。 

 

＜市行政機能＞ 

1）市の行政機能において、灌漑施設を数多く効率的に建設するための事務手続きが統一されて 

 いない。 

2）年度毎、申請者毎に灌漑施設建設を行っており、人材不足により具体的に整備計画を作成で 

 きていない。 

 

今回のプロジェクトにおいて上記の問題点の中で、＜技術者＞、＜市行政機能＞の2点につい

て記載した問題点を解決する協力を実施し、＜社会面＞の問題点を少しでも解決することを目

標のひとつとする。 

県及び水資源省及び農村開発・農牧・環境省は、プロジェクト終了後について＜技術者＞、 

＜市行政機能＞に関することを支援する施策を実施することが求められる。 

 

(2) 市の資金源と市連合体 (Mancomunidad)について 

ボリビアにおいては市が執行･申請できる資金源が多数あるが、その執行能力不足が課題とな

っているとされる。市が執行・申請できる主な資金源は以下のとおり。 

 

1）炭化水素税(IDH)資金 

A）法的裏づけ: 

2005年のIDHを新設した法律3058号に則り、大統領令28421号として発効（2005年10月）。 

 

B）ガイドライン：上記の大統領令28421号が最も詳しい細則とされる。 
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C）ルール面： 

県、市、公立大学を対象とし、IDHによる税収の一定の割合を毎年の予算として配分す

る。使途は以下の通り。 

 

a）県の場合： 

ア）経済開発 

・道路網の建設・維持管理 

・地方電化及び灌漑のカウンターパート費用 

・生産セクターに対する技術支援・研修費 

・生産セクターによる金融システムへのアクセスの向上。技術革新。家畜衛生のための 

 プログラム 

・分権された主体の能力強化 

イ）社会開発（保健・教育のサービス向上） 

ウ）治安（刑務所強化等） 

 

例：ラパス県、サンタクルス県、チュキサカ県のIDH予算の推移 

2006年以降、IDHの導入によって、各県の予算は増加傾向にある。 

 

 表 3 県の予算状況（単位 Bs.)    

県名 予算年度 2004 2005 2006 2007 備考      

県庁予算 ND ND ND ND  
ラパス県 

うち IDH予算  193.000.000 195.000.000 211.000.000  

県庁予算 1.081.937.323 1.150.888.909 1.452.630.419 1.840.168.446 IDH 予算含む サンタク

ルス県 うち IDH予算 0 0 49.240.556 211.247.901 2006 年後半開始  

県庁予算  492.932.391 678.143.545 799.497.764 825.436.885 IDH 予算含む チュキサ

カ県 うち IDH予算  0 0 218.436.897 211.267.901   

 

b）市の場合 

ア）教育 

イ）保健 

ウ）地方経済開発と雇用の創出 

・技術調査・革新、市場調査、質管理、プロセス管理、生産関係団体の強化、中小・

零細企業の強化他に関する技術支援・研修 

・中小・零細企業支援 

・集荷場のサービス・インフラ建設・機材整備、手工芸センター、観光促進センター、

生産のための訓練センター等 

エ）治安 

 

市の予算もIDHにより急増。例えば今までのチュキサカ（Chuquisaca）県スクレ（Sucre）

市 7 区の予算は200万Bsだったが、IDHにより450万Bsに急増した。 
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c）大学の場合 

・学術的なインフラや機材整備 

・科学的・技術的調査や技術革新についての計画 

 

D) 手続き： 

各主体は年間活動計画(POA)と並行して毎年10月頃に翌年分のプロジェクト申請を開

発企画省公共投資・外部融資次官室(Viceminiterio de Inversión Pública y Financimiento 

Exterior：VIPFE)に提出する。通常の国家予算（TGN）の場合は毎年定期的な見直し時期 

（4月、7月、10月）があるが、IDH予算分についてはより柔軟に見直しが可能である。 

※この柔軟性については追加調査中 

 

E) 実施上の留意点 

人件費そのものはIDH予算として計上できない。ただし、上記プロジェクトの一部投入

として、期間限定でサービスとして買い受ける場合は、IDH予算として計上できる。 

ドナー側資金とあわせて、自己負担分として利用することも可能。この場合は裏付ける書

類としてドナーとの合意書等が必要となる。 

 

F) 実績面： 

サンタクルス（Santa Cruz）県では洪水の大規模被害に対応するための予算として活用さ

れた。また、機材更新のための予算として積み立て中である。 

上述のスクレ市 7 区では救急車を病院に配備し、ベッド等も購入した。収穫後処理の活 

  動として NGOの支援で小麦の製粉所設置を行い、自己負担金として村は20％、集落は10%

を負担した。運用次第で使途は幅広いにも拘らず、VIPFEでの書類審査が厳しく、市（特に

小規模の市）にはVIPFEでの審査に耐える書類作成能力がないために使いこなせないという

意見が強い。 

 

2) 地方参加開発計画(PDCR) 

モラレス政権の国家開発計画を受け、市・郡レベルで生産面への投資の拡大を通じ、地方

の小規模生産者への経済的機会の拡大を目標としたプログラム。当初は大統領府地方自治次

官室が計画したが、現在はFPS（社会開発基金）の活用を強化するという関連で開発企画省

（FPSの所管官庁）が引き継いでいる。世銀・スイス・デンマークによるバスケットファン

ドが財源。当初は2007年9月に開始予定だったが、現時点では2008年1月に開始予定である。 

 

以下の 3 コンポーネントから構成される。 

ア）生産開発：道路・橋・灌漑施設等のインフラの建設、コミュニティー･市・郡レベルの起

業家支援）への投資 

イ）組織強化：市・県・市連合体の能力強化。特に事業企画力の強化。公共投資の手続き手

順の簡易化、事業計画能力強化等 

→小規模灌漑に特化してこの面を指導しようとしているのが高地高原プロジェクト。 
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ウ）プロジェクト事業管理：FPSの事業能力強化他 

人間開発指数、移民の頻度、人口、先住民系人口の割合、貧困率85%以上、等の条件を勘案

してフェーズ1（2007年9月開始）、フェーズ2（2008年9月開始）に分けて活動予定。各県や郡

はこのプロジェクトを開始するにあたって運営ユニットを設立することとなっている。 

当初、優先対象市として111 市を指定している。 

 

高地高原プロジェクトとの関連では、オルロ県側 3 市はフェーズ 1 の対象となっており、 

今後このプログラムに関連した活動が開始される可能性がある。その場合は、各県庁の市強化

課から各市に向けて活動が開始される見込み。 

 

この後、調整段階で対象市を増やすことが検討されており、現時点での案では174 市となる 

見込みである。内訳は不明である。現在の問題点は、開発企画省が計画している内容が中央政

府から市に直接事業を実施することを想定しているのに対し、サンタクルス県・タリハ（Tarija）

県が県の実施機関としての役割を明確にするために県を通じた事業とするよう要請しており、

調整が難航している。 

 

3) 地域開発基金(FNDR) 

FPSと同様、市への社会開発のための資金であるが、ローンである。 

予算が毎年余剰気味という評判があるが、手続きが非常に煩雑であるため使われていない。 

 

4) 市連合体 (Mancomunidad) 

隣接する市町村で共通する技術的テーマ、工事等がある場合に、複数の市として財政支援

を受けたり、県内の他事業との比較で優先的な扱いを受けたりするために市連合体が組織さ

れ、共同のプロジェクトが行われている。共同のプロジェクトを実施する場合、参加する市

が分担して自己資金を提供する。市連合体として、市とは別の年間活動計画（POA）、戦略的

計画、設立文書、経営主体(gerencia)等を持つ。 

市連合体そのものに対し県・中央政府の資金的関与はないが、上記の通り市連合体がプロジ

ェクトを計画する場合、県内の他事業との比較で優先的な扱いとなることが法律で定められ

ていることがメリットとなる（担当中央省庁は地方分権省）。法律的根拠は法律2028号。 

高地高原プロジェクトの対象地域にも国境なきアイマラ（Aymara Sin Frontera）という、地

域の複数の市が参加する連合体があるが、この連合体の重点テーマは観光等で、灌漑は含ま

れない。この市連合体は専属の事務局員 3 名で構成されており、技術的な内容には各市の技

師が対応していくこととなると判断する。このため、本市連合体は、当面は適宜連絡調整の

拠点として活用することとし、プロジェクトの直接のC/Pとしては位置づけない。 

 

２－２―６ 村落 

村落の水利委員会は既存の小規模灌漑施設においては必ず設置することが義務付けられてお

り、設置はされているものの、維持管理費等の利用料の運用に不透明な点が多いと指摘されて

いる。 
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２－２―７ 大学 

（1）サン・アンドレス大学 (UMSA)： 

パタカマヤ市内に分校を持ち、農業分野の技師養成コースが2007年から実施されている。 

 

（2）カトリカ大学(UCB)： 

大学が行政と住民と話し合いを行い、大学の卒論試験を実施する場を農家の圃場に求めて、 

  試験を実施する学生が新しい工法や従来の工法の効果を検証する過程で、農家は卒論を担当

している教授や学生から、栽培方法等について新しい技術の知識を得るものである。一般に

参加型実地試験(現地圃場利用土壌保全栽培方法試験)と呼ばれている。 

 

(3) オルロ技術大学(UTO)： 

リャマ、アルパカの飼育技術についてのプロジェクトをオルロ県の他の地方で実施している。 

 

２－２―８ 他ドナー、NGO、その他 

対象地域の 10 市で活動している機関は以下のとおりである。 

対象 10市 
近年実施した 
プロジェクト 

活動機関 生産者団体 大学 

パタカマヤ  パタカマヤ病院 
 小規模灌漑 
 牧草種の配布 
 インフラ整備 

 Plan Internacional 
 Save the children  

(食料) 
 Caritas (飲料水) 
 各種金融機関 

 牛乳 
 マカ 
 キヌア 

サン・アン
ドレス大学
（農学部、
獣医学部、
看護学部）

ウマラ  NGO   牛乳 
 馬鈴薯 
 キヌア 
 手工芸品 

なし 

サンチャゴ・ 
デ・カジャパ 

 安全な分娩に
対する支援 

 インフラ整備 
 家畜改良と優

良牧草種の導
入 

 学校給食（PCI）と 
ラクダ科改良  

 改良かまど CECI  
 女性グループ

CIDEMA  

 市家畜団体
(ラクダ科、
羊、牛) 

 手工芸品生
産者団体
（帽子） 

 女性団体 

サン・アン
ドレス大学
（Espina de 
Mar プロジ
ェクト）  

チャカリー
ジャ 

 保健センター
設備 

 飲料水（11集
落）  

 Médicos Mundi (基礎
サービス、保健、リプ
ロダクティブヘルス) 

 PCI （Concern 
Internacional）学校給食

 私のリャマプロジェ
クト（Proyecto Mis 
Llamas） 

組合（シンジケ
ート）のみ 
（団体なし） 

なし 

サンペドロ・ 
デ・クラワラ 

  IPADE （飲料水） 
 YUNTA （ため池） 
 Save the Children  

（子供） 
 PASA （小規模ため池

による牛乳生産支援）

牛乳 なし 

カラコト   SEMTA  （生産） 
 SUYANA （保健） 
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チャラニャ  保健センター
の改修 

 Proyecto PEN 
 電化プロジェ

クト、県庁と共
同電化及び小
規模ため池整
備 

 SUYANA （保健） 手工芸品センタ
ー(チャラニャ、
リオブランコ、
サルコタ) 

 

クラワラ・デ 
・カランガス 

 新病院の建設 
 通信センター 
 ラクダ科家畜

処理場 

 CEDEFOA （植林）
 YUNTA （雑飲料水用

井戸） 
 CESI-CANADA (保

健） 
 PCI  
 APEMIN （圃場管理と

家畜処理場設置） 
 県庁: FISCAM、

PAM、SENASAG 

  

サンペロド・ 
デ・トトラ 

 オートバイ購
入  

 インフラ整備 
 学校かばん配

給 
 牧草生産用地

開墾 （1ha/戸） 

PCI （8 集落でラクダ科に
関する活動） 

  

トゥルコ  乳児栄養プロ
ジェクト 

 5 保健センター
設備と検査室
整備 

 学校建設 
(50%)  

 プロジェクト
PAN （コサパ） 

 4 寄生虫対策薬
浴槽（家畜用） 

 囲い 
 家畜用飲料水

のためのソー
ラーパネル設
置 (5 つ最終
設計) 

 PCI（自然牧草地回復、
家畜飲用水、家畜用出
産と飼育用囲い） 

 GAMMA（家畜用囲い）
 PASA （家畜処理場の

拡充、手工業品（コサ
パ） 

 CEDEFOA （家畜寄生
虫対策（薬浴槽）、 
観光） 

 APEMIN II （市開発計
画修正、家畜囲いと家
畜用飲料水のための
ソーラーパネル設置）

 FPS (3 簡易保健所の
拡充、1 簡易保健所と
小学校の建設） 

  

 

この地域で特徴的な活動をしている団体を以下にまとめる。 

(1) ユンタ（Yunta、Centro de Promoción y Educación Yunta)  

ウマラ市近郊にあるため池を NGO「ユンタ」が設計施工管理を行った。建設費用は約 25,000

ドルで村も約 15%を負担した。2004 年にスペインの無償援助により 6 ヶ月で完成した。末端

圃場は 20ha あり、約 20 人が参加しており、主にジャガイモ、野菜、ソラマメを栽培してい

る。灌漑水路は今年度もパイプの延長を村の予算を使って水路延長工事を実施している。現

在はユンタが NGO 独自の予算を用いて、不定期に野菜栽培の巡回指導を行なっている。 

(報告書冒頭の写真参照) 
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(2) サルタウィ（Sartawi） 基金 

事業対象地域ではないが、近隣のラパス県カラマルカ（Calamarca）市、オルロ県マチャマ

ルカ（Machamarca）市に対して、イタリア協力庁と共同して 2004 年から肉用牛の改良、乳

製品の加工、井戸掘削の技術指導を行なっている。2 市に対して牛 691 頭の贈与を行なって

いる。 

 

(3) ユニセフ飲料水プロジェクト 

事業対象地域の多くの集落に水道が設置されている。 

 

(4) 草の根無償資金協力による水路工事 

＜クラワラ・デ・カランガス市クルタ(Culta)地区＞ 

6 家族が 200 頭のラクダ科家畜を飼っている。獣毛生産と食肉の増産を目的として牧草作

付面積を増加させ、飼育頭数を増やすことが目的である。2005 年 8 月～12 月までの期間で工

事は施工された。リャマは 400b/頭、獣毛は 30b/ポンド、食肉は 10b/kg で販売されている。 

(報告書冒頭の写真参照) 
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第 3章 プロジェクトの枠組み 

 
３－１ プロジェクトの計画立案 

３－１－１ プロジェクトの考え方 

本案件の要請提出にあたって、また今回の事前評価の参加型プロセスを通じ関係者間で優先付

けられた生産のための水の不足と、土壌の適切な管理を中心テーマにすえる。 

雨季に得られる水量の絶対量の不足に加え、その後の適切な貯水ができていないこと、地下水

が活用されていないことを問題点に設定する。 

対象地域では農業に従事する人口が多いため、生産のための水の確保、それによる生産性向上

が生活の質向上につながると考えられ、ボリビア現地タスクフォースが設定する「生計維持」

の概念に合致する。この水の確保のための方策は小規模灌漑施設の建設である。この小規模灌

漑施設として 4 工種を対象とする。 

① ため池(Kotaña, Presa) 

② せき止め池（Atajado） 

③ 井戸 

④  配水路（canal de riego）：湿地帯(bofedal)等の配水方式を含む。 

また、対象地域は平坦な地形から、大量の水を貯水できるため池の建設よりも、小規模の施設

を数多く建設することを目標とする。ボリビアでは灌漑面積100ha以上の施設は県、未満は市が

管轄するため、今回のターゲット・グループは市の技師と設定する。 

地方分権化や市への実施権限の委譲の流れを受け、市の財源活用、獲得による事業管理能力を 

 合わせて能力向上のテーマとして扱う。 

人材育成としては、土木と農牧の 2 つの専門性をテーマとする。土木は小規模灌漑施設の建 

 設・維持管理に関して、農牧は施設建設後の農牧業への活用を主眼とする。この両方のテーマ

を扱うことにより、小規模灌漑施設の建設から灌漑農業の導入、生産性向上、ひいては農民の

生活向上につながることを想定している。 

 

キャパシティー・アセスメントを通じ、県と市の技師の能力向上に焦点を当て、①小規模灌漑

に関する技術向上、②事業管理に関する知識向上、③村落での水利組合組織化、④灌漑による

新規作物の営農指導能力及び作物の流通面での課題抽出・活動計画作成、⑤県・市他による活

動の定着の 5 つのコンポーネントからプロジェクトを構成する。 

灌漑施設を実際に 3 年間にて施工することにより、上記①～⑤の課題を達成する予定である。

そのため、各市からプロジェクトを実施する上でのモデル地区を選定し、その構造物を設置する

ために必要な、住民説明会から設計発注及び工事監督・営農指導を、市の技術者に習得させるの

が、当事業の最大の目的である。プロジェクト対象 10 市の灌漑施設の候補地は、各市長より聞

き取り、最も地区の要望が高く、地区住民の熱意、自然環境、水源の安定性、より実現性のある

地区を各市1地区選定し、その後、ラパス県が基礎設計書を作成している。その設計書を基本に、

プロジェクトではその設計書の評価を市技術者とOJTとして行いながら、候補地の灌漑構造物を

建設する。プロジェクトで実際的に技術協力を行う地区は 4 地区として、その他の 6 地区につい

ては、市担当者が行う多種の作業を援助・指導して、工事の完成を目指す。 
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この中で以下の点を考慮していく。 

 

① 重点 4 市への集中： 

a) 技術的に十分な研修を実施するために、10 地区の中から各県 2 市（計 4 市）を重点市として 

 選択し、これらの市の技師に対し集中的な指導（OJT を含む）を行い、他の市の技師に対して

普及させる方法をとる。また、この過程で県の技師に対しては将来的に本地域以外の市への同

様の指導ができるための能力強化を行う。この方法は、集中的な指導のために運営ロジ面での

効率性も考慮しての方針である。 

 

b) 将来的に他の資金源から事業を獲得できるよう、全 10 市に対し灌漑施設建設に関する事業

計画能力向上のための研修を行う（ここでも上記の 4 市での指導を重点的に行なう）。 

 

c) 重点市は以下のクライテリアを元に選択する：市事業計画(PDM)・市の年間活動計画（POA） 

 に明確に位置づけられていること、灌漑に適する水源があること（既存の灌漑システムの有無

を含む）、技師が必要な時間配置されていること、本プロジェクトの計画過程に市の代表者が

十分に参加していること 

選定の詳細は付属資料 9-1 及び 9-2 のとおり。 

 

d) 重点市に対しては日本の予算と県の分担分で資金支援し、2 年次(2009 年)に灌漑施設の建

設を行う。他の市に対しては県が資金支援して同様に建設を行う。 

 

e) 全ての活動はコミュニティーでの活動の定着性を基本に計画していく。 

重点市に対しては日本の予算と県の分担分で資金支援し、2 年次(2009 年)に灌漑施設の建設 

を行う。他の市に対しては県が資金支援して同様に建設を行う。 

 

② 人材育成： 

上記 2 つの専門性（土木、農牧）において、市の人材をいかに育成するかが本活動の持続性確 

 保の上でも重要である。市の人材育成と同時に、成果 5 に設定するように、県・市の年間活動計 

 画への定着・関係者の協議会発足等、持続性確保の取組みを重視している。 

人材育成に関して政治的人員交代の影響を受けにくく、地域の知識的リーダーとなると考えら

れる大学の本プロジェクトへの関与については、事前評価の枠内では十分に検討できなかった。

一般論としては地域の知識リーダーになり得るはずであるが、参加型ワークショップ等の計画過

程において参加者からは「大学は知識の普及・共有を謳うけれども、実行能力がない」と否定的

なコメントが続いていた。 

今後、ベースライン調査等を通じ大学のキャパシティーを明確にし、大学の関与を引き出して

いく必要がある。 

 

③ 適地技術： 

本プロジェクトで扱う施設の建設では、在地の知識を十分に生かした手法を採用していく必

要がある。 
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例えば、高地高原地域では伝統的な灌漑手法が多数あったと考えられる。そのうち現在でも

有名なものはスカコージョ(Scacollo)である。スカコージョとは、圃場の周辺に小さな堀を建設   

し、そこに貯水することで土地の水分量を維持し、生産性を上げるための仕組みである。かつ

ては村落の農地全体の周りに堀を建設するといった大規模なものが機能しており、NGO 等も大

規模なスカコージョの復活をテーマに活動したものもあったが、概して小規模・家庭用程度の

スカコージョが機能している。理由として、かつては村落の住民が協力して堀を建設するとい

った工事にも参加していたが、最近は個人の利益を重視する傾向が強まり、村落での共同事業

がうまく機能しなくなったからと言われている。 

スカコージョは様々な手法の一例であるが、他の手法の有効性等が十分に研究されていない。

本プロジェクトでは、これらの手法の有効性を適宜検討して、有効なものがあれば紹介する等

の活動が必要になる。 

 

④ 他地域への適用可能性： 

研修・OJT 等の活動は重点 4 市に集中して行うが、施設の建設・次年度以降の施設建設のため 

  の事業管理の研修等は 10 市で実施すること、また 4 市から他の 6 市に対し研修内容の報告を定 

  期的に行うことから、他地域での適用可能性を確保する。 

 

⑤ 総合的視点での取組み： 

生産性向上にとどまることなく、その後の生計向上への道筋を明らかにし、次の活動計画に

つなげるために成果 4 の一部の活動に流通に関するものを含めている（生産量の把握と流通に

関し習得が必要なテーマ等の特定、研修計画策定）。プロジェクト期間が 3 年間であることを考

慮すると、これらの流通に関するテーマは重点的項目とはならないが、今後の総合的な取組み

を促進していくために、既存の生産者団体や NGO とのネットワーク作りがこの活動で考慮され

ている。 

 

⑥ 全ての活動はコミュニティーでの活動の定着性を基本に計画していく： 

協議の過程において、オルロ県から「コミュニティー企業」の考え方の活用が主張されてい

た。これは、オルロ県が政策として打ち出しているもので、コミュニティーでの起業を支援す

るプログラム「ミンカ(MINKA)」との連携を意図したものである。特に村落での灌漑施設の維

持管理には、配管工・土木業者等で村落での企業が存在すれば維持管理がより容易になる、と

いう発想から主張されていた。しかしながら、現在 10 市の既存施設はわずかで、本プロジェク

ト実施後にも企業の採算が取れる程度の施設数は、数年の間は期待できないことから、本プロ

ジェクトではコミュニティー企業の考え方の採用は見送った。ただし、オルロ県庁の強い要望

から、プロジェクトドキュメントには「コミュニティー･ビジョンを持って」事業に取り組む、

という表現で残ることとなった。 

   コミュニティー企業の促進に限らずに、コミュニティーでの持続性・活動の定着性を重視す

るという点では関係者は合意しており、本プロジェクトの実施時にも十分考慮する必要がある。 

 

３－１―２ 実施体制 

付属資料 10-1 及び 10-2 実施体制表のとおり。 
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プロジェクトの合同調整委員会は 2 県の県知事を座長とし、運営委員会は生産開発局長を座

長とし、それぞれ組織することで合意した。プロジェクト事務所はパタカマヤ市内、補完的事

務所（オルロ県側）として、クラワラ・デ・カランガス市にも別のサブ事務所を設置すること

で合意した。 

 

３－１－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM)と活動計画書(PO) 

付属資料 11 PDM、付属資料 12  PO 及び日本人専門家とボリビアコンサルタントの業務分担 

表参照。 

日本人専門家とボリビアコンサルタントの業務分担表は、プロジェクトの設計の過程で議論

になったため作成したものである。 

なお、PO はプロジェクト開始後に詳細を検討することとしており、暫定版である。 

プロジェクト名（通称）として、協議を通じ Proyecto “SUMA UMA”「おいしい水プロジェクト」

が採用された。 

 

事前評価時に関係者間で議論になった点を以下に記載する。 

(1) 成果 1 で指導する技術項目：小規模灌漑施設の設計(測量の一部を含む)、積算、入札、監

督業務 

この際、灌漑施設建設事業には本来であれば調査、計画等の知識も必要であるが、下記の理由

から本プロジェクトでは重点的には扱わない。  

① 調査（水量・雨量・地下水量等の把握） 

知識としてはラパス県庁での調査内容をもとに理解するために研修で扱う。データそのものの

入手は市が行うには困難であり、またラパス県庁での調査内容に水量・雨量についての基本的

なデータは存在するので、そのデータをもとに設計等を行う。対象地域は気候的に大きな変化

はなく、水量・雨量とも既存データで代用できる。地下水量については県庁基礎衛生局で把握

しているデータや、同局が行う物理探査で把握する。 

② 測量（工事地点の距離・高さ等） 

全地球測位システム(GPS)を調達し市の技師が使えるようになることで、精度は低いものの、

本プロジェクトで目指すレベルとしては十分である。設計の一環として含む。 

③ 計画（どの地域に戦略的に施設を設置するか） 

本来であれば市内の主要産業等を分析して戦略的な計画を立てるべきであるが、各市には戦略

的な計画を立てるための基本となるデータが集まっておらず、また、技師の能力としても不十

分と考えられること、加えて戦略的な計画を立てる技師は別の担当になると考えられ、活動が

幅広くなることから、本プロジェクトでは扱わない。 

④ 市と民間業者への外注について 

ボリビアの公共事業では設計（測量含む）・積算を 1 つの事前調査として発注、その後施工を 

  発注し、各施設の建設に計 2 回の外注がある。ただし、本プロジェクトの活動ではラパス県庁

が事前調査として実施した内容をもとに技術面を精査しながら使用するため、10 施設について

の事前調査の発注は必要ない。このため、施工部分のみの発注となる。 

⑤ 灌漑施設の場所選定 

工事地点はラパス県庁が独自に実施した調査で選定済みであり、基本的にはその選定地点で工
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事を実施する。選定地点においては周辺環境の調査として、周辺住民への聞き取り程度を行う。

もし技術的に工事実施が不可能等の問題がある場合は、変更する可能性がある。 

 

(2) インベントリーについて 

10 市の既存の施設は、これまでの調査で 10 市の担当者への聞き取りにより存在が確認できて

いるのは 7 ヶ所のみであり、今後さらに調査しても最大 10 ヶ所程度と想定される。インベント

リーの項目は各施設の詳細（貯水量、灌漑可能面積、裨益人数等）と灌漑地域での既存栽培品

種、土壌分類といった項目を想定している。現地踏査の後、これらのインベントリーの項目を

もとに栽培作物の追加ができるかなどの調査分析を行う。施設の数が少ないため 1.5 ヶ月で可能

と判断する。 

 

(3) 模式設計の有無 

ボリビアでは統一的な模式設計にあたるような設計図は存在しないため、本プロジェクトで 

は、上記のラパス県庁での調査内容を模式設計とし、この内容を市の技師が理解できるように 

研修を行う。 

 

(4) 6 市への技術的関与 

限定的に行う。PDM の活動に記載されている重点 4 市からの研修内容の報告（年 1 回）と、6  

市から依頼があった事項に対する対応のみを想定する。まず、4 市については必要な技師が配 

置されると想定しているが、6 市すべてが必要な技師を配置できるかどうかは若干疑問がある。

配置できた市では、灌漑施設建設のための準備をすることになるが、準備の際に 6 市の技師が

プロジェクト事務所（パタカマヤもしくはクラワラ・デ・カランガス）に問い合わせてくると

考えられる。こういった依頼事項に対し、重点 4 市での OJT に部分参加するように指導したり、

個別に対応したりするが、プロジェクトの体制を変更せずに対応できる範囲で対応することに

なる。 

 

(5) 成果 4 について 

営農・畜産指導をプロジェクト 1 年目から開始するため、上記の 4 市を重点地域として既存

の灌漑施設の周辺地域で実施することとする。また、灌漑での新規作物として白タマネギ、ソ

ラマメ、ニンジン、アルファルファ他牧草類を対象とすることで合意した。 

本プロジェクトの営農指導は、これらの対象品目を全く栽培したことがない農民を対象に指

導を行うことを想定しており、栽培様式・栽培体系なども同地域で行われている方式は多様な

ものではない(いくつかの様式・体系から選ぶようなものではない）。このため、今回の営農指

導は、地域で最も技術的に簡単に栽培できる方式をプロジェクトで選定して指導することとな

る。これらの知識は当地の農牧技師にとっては一般的なものであり、またこれらの基本的な知

識を持った技師をプロジェクトで契約する。 

プロジェクトで行う営農指導は、土壌管理と栽培技術という 2 つに整理した。土壌管理には

播種等で畜産についての項目を含む。畜産についての指導は、牧草栽培とそれに伴う種子の選

択までを含み、これらの指導内容は土壌管理のうちの播種に該当するものである。その他、畜

産の生産性向上で考えられる人工授精・家畜衛生等は本プロジェクトでは含まない。 
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また、流通関連の活動について、当初は関係者ネットワークを組織することを重点と考えて

いたが、すでに既存の生産者団体があること、しかしながら十分に機能していない生産者団体

も多いことから、流通に関連する団体の情報整理、今後のテーマの特定、能力強化対象者の特

定までを 3 年間で行う。 

 

(6) 灌漑事業工事を実施する場合の配慮点 

今回灌漑工事を行い、新規に灌漑する圃場を設置することになるが、このために確保できる

水量は、乾季に利用できうる最大流量が 10L/seg 程度であるため、開発できる畑の面積は、乾期

において 5ha から 10ha である。この程度の面積であると、対象の受益者 1 人の所有地の範囲に

開設することになる。灌漑水と想定しているのは自然河川の水であるので、受益者は開設する

畑以外の農家も参加する。このことは、農場を開く場所を所有している人とそれ以外ではある

が、灌漑農業に参加する農家が、人の土地で土地利用できる権利と所有者と合意を得なければ

ならない。この合意形成過程を本プロジェクトで市及び県の担当者に、水利権や灌漑農業を実

施する規則等、法律上の必要不可欠な手続きを知り、合意形成を行う方法を習得するものであ

る。 

新規に灌漑水を用いて農業を行う場合、灌漑技術が必要であるが、この合意形成も重要な作

業となる。 

 

３－１―４ 投入規模、計画（専門家業務指示書(案)・人月、関連ボランティア、研修、機材、 

  パイロット工事の概要他） 

(1) ボリビア側投入 

中央省庁（灌漑次官室、農村開発次官室）：担当者の指名。 

県 ：土木技師 2 名、農業技師 2 名、パイロット工事費用、プロジェクト打合せスペース、

車両の燃料費 

市 ：土木技師 1 名、農業技師 1 名、プロジェクト事務所、車両の燃料費 

日本側から本プロジェクトへの専属技師の配置を要請したものの、複数の小規模の市

からは、専属は難しく兼任を認めてほしい旨が表明された。 

大学：コーディネーター他。継続検討。 

大学の参加について、計画期間を通じて大学に、本プロジェクトで大学が具体的に参

加できる内容を提案するよう依頼したものの、具体的な提案が得られたのはカトリカ

大学のみだった（付属資料 3 事前評価ミニッツ ANEXO 7）。カトリカ大学の具体的

な提案に基づき、大学の参加方法を引き続き検討していく。 

住民：労働力、現地資材 

 

(2) 日本側投入 

日本側のプロジェクト組織として想定している内容は以下の通り。 

1）人件費 

・ チーフアドバイザー：日本人。 第一回派遣(長期専門家)2008年1月～2009年6月(18MM)、

第二回 2010 年 9 月～2010 年 12 月（4MM）。TOR 案は付属資料 13 のとおり。 

・ 現地リーダー（ローカルコンサルタント、36MM） 
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・ 土木分野担当 2 名（ローカルコンサルタント、36MM×2 名） 

・ 農業分野担当(ローカルコンサルタント、36MM) 

・ 農業分野補佐(畜産) (ローカルコンサルタント、36MM) 

・ 農業分野補佐(野菜) (ローカルコンサルタント、36MM) 

・ 業務調整 (評価関連業務、ジェンダー配慮等を含む。ローカルコンサルタント、36MM) 

・ 会計・経理担当(必要に応じ) 

 

2) 研修員の本プロジェクト枠内での日本への派遣は予定せず、ボリビア国内（チュキサカ県 

他）、ペルー、アルゼンチン、チリ等への研修出張を計画することとする。 

 

3) 想定されている機材とその概算額は以下の通り。 

・パイロット工事に関わる費用 4 件合計 約 900 万円(2 年次) 

・車両 2 台オートバイ 4 台 1,000 万円 

・測量機材 50 万円 

・GPS 7 万円 

・その他、事務機器（コンピューター、プリンター、コピー機、FAX、電話、スキャナー、 

測量に関係するコンピューターソフト、プロジェクター等。2 つの事務所分。415 万円） 

 

4）ボランティアの派遣 

事前評価調査中に十分に検討できなかったため、現地での医療機関の有無の調査等を行い

ながら、2007 年 12 月を目処に継続検討した。その結果、パタカマヤ市とクラワラ・デ・カラ

ンガス市に村落開発普及員及び野菜のボランティアをそれぞれ 2 名、合計 4 名を派遣するた

めに調整を開始した。 

 

３―１―５ 外部条件・その他 

・成果 1 井戸掘削について、各県庁が 10 月末までに基礎衛生課の了解を得ることとなった。 

・プロジェクトの計画過程で住民代表の参加が少なかった。参加型ワークショップには各市

を通じて案内したものの、参加が無い市も多かった。このため、各市が住民代表の了承を

文書で取り付けて 10 月末（R/D 後）に提出することとした。 

  ・ 県と市は POA や技師の契約書等、負担事項の実施について説明できる書類を入手し次第 

JICA に提出することとした。 

 

３－２ 評価 5項目による事前評価 

３－２－１ 妥当性 

<生産面> 

対象地域の市では小規模灌漑施設を建設し活用するために必要な能力が不十分であり、国家 

予算や国際協力団体等の資金を開拓する能力も不足している。 

また、地域の気候的要因から旱魃や冷害が大きなリスクとして常に存在する地域であり、こ 

のプロジェクトを通じこれらのリスクを軽減することができる。 
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<社会面> 

対象地域はボリビア国内でも貧困率が高く人間開発指数の低い地域であり、地域選定も妥当

である。 

 

<ボリビア側国家政策との関係> 

法律上では 2004 年の灌漑法 2878 号や土壌の利用・管理についての国家計画(2003 年)、農牧

分野開発計画(2006 年)等の関連法律があり、灌漑施設の拡充、適切な土壌保全、小規模農民へ

の支援等の本プロジェクトの活動内容はこれらの方針と合致する。また、現在市が活用できる

予算としての資金源（炭化水素税及び統括基金、※HIPIC）を活用し、灌漑農業の開発に向ける

ことは地域住民から強く要請されている内容である。 

市・県及び中央省庁の間の調整メカニズムを作り上げることは、これらの各レベルにおいて

散在する財源を効率的に活用するための手段となる。また、将来の灌漑施設利用者も小規模灌

漑施設においては最低 15％ を分担していくことが必要であり、このことから農民の活動への積

極的な参加が期待できる。 

※HIPIC:貧困度の高い市に向けて振り分けられている特別予算 

 

<日本側の方針との整合性> 

日本はボリビアに対する援助重点分野の１つとして「社会開発」を掲げており、本プロジェ

クトは本重点分野の「先住民貧困層を中心とした生計維持」の中に位置づけられる。 

 

<日本の経験の活用> 

日本の小農を中心とした灌漑技術、農業開発の歴史はボリビア側で参考になるものである。

また、市・県等の行政を中心とした農業開発も日本が培ってきた経験が活かせる分野と考える。 

 

３－２―２ 有効性 

<生産面> 

本プロジェクトでは小規模灌漑のインフラ整備及び灌漑水の活用を目的とした知識を普及さ

せるため、人材育成（研修）に重きを置いている。これらの活動を通じ現存の作物のみならず

新規作物への農牧業の生産拡大が期待でき、将来的には家庭での収入向上につながるものと期

待できる。 

 

<制度面> 

灌漑のための市の事業管理能力を改善し、市が国家レベルや国際協力等の多様な資金を獲得

できるようになるための技術的・組織的メカニズムの構築を目指しており、現存の資源を十分

活用していくことが期待できる。 

 

３－２－３ 効率性 

<生産面> 

小規模灌漑インフラへの公的資金による財政支援は、部分的投入にせよ全額支援にせよ、

VIPFE の承認が必要であり、経済・社会的評価の様々なクライテリアが存在する。本プロジェ
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クトにおいて、VIPFE の方法論で評価しても前向きの評価結果が出る施設内容に対してパイロ

ット工事として建設することを検討している。小規模灌漑施設はいくつかの条件を満たす必要

がある。例えば水質、各世帯による参加・貢献内容、利用者自身による維持管理についての明

確な同意、住民側の最低 15％の負担率等である。これらの条件を満たす計画作りを実際に OJT

として行うことで、他のプロジェクトを市が申請する際に類似の経験を活かせることとなる。 

 

<社会面> 

プロジェクト対象地域は農牧生産の過程における気候面での不確定要素が非常に多いと説明

できる。例えば全体的な降水量不足、雨季が短いこと、等の要因により水不足となり、旱魃が

頻繁に起きている。結果として食糧の生産・確保や定期的な収入が不安定となり、移民の増加

や栄養不足の状態を助長している。従い、小規模灌漑でより多くの水量を確保することで移民

や栄養についての指標を改善することができると考えられる。 

 

<制度面> 

市において小規模灌漑インフラの建設や資金の確保のサービスを提供する人材は本プロジェ

クトでの能力強化を通じ、市の全体的な事業管理能力の向上に貢献することが期待される。同

様に、国の様々なレベルや施設利用者の参加を得ながら関係者の協力・調整の仕組みを作るこ

とで、資金確保から施設の維持管理まで一貫した責任者の参加を得ることとなり、小規模灌漑

工事の財源確保の過程において、より効率的な作業が期待できる。 

 

３―２―４ インパクト 

<生産面> 

より多い量で安定した水の供給により、農業生産性の向上が期待でき、新規作物の導入によ  

る生産物の多様化が可能になる。更には流通の過程を経て伝統的作物を含めた農産物について

の収益性が高まる。新規作物（白タマネギ、野菜等）においては伝統的作物よりも高い収益性

が期待できる。これらの活動を通じ伝統的作物・新規作物の双方がより豊富に手に入ることで

地域経済を活性化させる最初のステップとなる可能性がある。 

 

<社会面> 

本プロジェクトにおいては地域住民に直接働きかけるものであり、地域の収入、保健、移民

についての指標を改善させる効果があると期待される。 

 

<制度面> 

大衆参加法・地方分権法の発効以降、市・県に権限が委譲されはじめたが、当初は政治的な

理由から地域の目立つ事業（サッカー場建設等）に事業が割り振られており、地方の生産経済

に貢献する事業が優先的に捉えられていなかった。県も、さらに地方（郡・市等）の活動に隠

れて影を潜めてしまい、県の開発の重要な主体であることが明確になっていなかった。 

現在はこれら市・県・国家の全てのレベルで方向性の再確認の過程にあり、中央政府はこれら

の役割分担を再構成するための法律を打ち出してきている（水法や関連法規）。 

このため、本プロジェクトでの取り組みのように、市・県・国家の全ての関係者を統合する
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形で小規模灌漑に関連する計画・実施・活動管理のメカニズム・プロセスが中期的に構築され

ていくことが望まれている。これにより様々な計画を実際に実行に移しながら、また様々な活

動を制度化しながら開発を進めていくことが期待される。 

 

３－２―５ 自立発展性 

<生産面> 

本プロジェクトでは県の技師から市の技師への研修という形態をとっていることで、継続的

な人材育成が期待される。 

流通面の活動を一部入れていることで、新規の生産形態においての将来的な販売市場の確保

を中心課題として位置づけている。本プロジェクトでは時間的制限から課題の抽出、計画立案

までにとどめているが、生産流通プロセスが今後強化されていく必要があることに留意して活

動を行う必要がある。 

 

<社会面> 

本プロジェクトを対象地域の生活条件を改善することで、各世帯の維持のための困難な条件

が減り、出稼ぎにでる必要が減少し、各世帯の構成を強化し、更に生産性が向上していくとい

う正のサイクルを開始させる必要がある。 

 

<制度面> 

小規模灌漑という形で農牧開発への支援という活動を優先付けるメカニズムを導入すること

で、公的・民間の両セクター間での調整を進め、本プロジェクトでの活動を定着させることが

期待される。 

 

３－３ ジェンダー、環境影響に関する調査項目 

３―３―１ ジェンダー 

(1) 対象地域の住民男女のおかれている状況 

対象地域では文化的背景からマチスモ（男性優位主義）や家父長制の考え方が強く、女性の

役割を軽視し女性を差別する傾向がある。現在の市役所や地域で活動する組織は男性の意見を

重視し不均等さを助長している。土地の所有においては、土地所有法(INRA)にもあるように、

実行上・慣例上において一般に、女性が家族の男性に対し所有権を放棄しなければならない状

況にある。 

また、対象地域では生計の維持のために多くの世帯で、家族の一部が一時的もしくは恒久的

に国内・国外へ出稼ぎ・移民している。このため農牧業労働や子供の世話は女性の責任の下に

置かれている。また、村落の共同労働も女性が参加する。これらの点を考慮すると、家族計画

においても、生産面においても、村落での共同労働においても、女性が占める役割が増大して

いる。しかしながら、この女性の果たす役割は家族や村落、先住民系団体の長や組合、民間･

公的組織のいずれにおいても十分評価されていない。女性たちには、例えば村落での出来事は

把握できても、市役所での事業、更には他の都市・県のレベルで起こっていることについての

十分な知識・情報が届かないのが現状である。 
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(2) 男女それぞれのニーズ 

    上記で述べたとおり、男性は家計を維持するための方法を探しながら出稼ぎに出たり、情報

収集を行ったりする一方で、女性は農牧業作業、子供の世話、村落での共同労働への参加を担

当している。 

 

(3) 農業における男女の役割分担 

この地域での農業生産過程におけるジェンダー間の役割分担は平等とは言いがたく、家畜の 

放牧や管理において、男性が果たしている役割に対し女性が果たしている役割が非常に強い。

力仕事が必要な場合等は男性が行うが、一般に男性は家計を維持するための方法を探しながら

出稼ぎに出る、情報収集に出る等で忙しく、ため池の管理、家畜の世話、子供の世話等忍耐が

必要な作業は女性の役割となっている。 

 

(4) 本案件におけるジェンダーに関する配慮             

女性の労働のうち、家畜の世話に関しては家畜へ水を与えたり湿地帯に移動させたりする作

業量・時間は、移動距離が長く大きな負担となっているため、軽減する必要がある。今回のプ

ロジェクトにおいて水が容易に手に入るようになれば、放牧、牧草や家畜への水遣りのための

水の確保など、日常的な作業に費やしていた時間を削減することができる。これにより自らの

選択での活動範囲が広がること、更には自己評価の向上が期待できる。 

    上記の効果が女性への正の影響として期待できるが、プロジェクトの枠組みに並行して、地

域に女性をテーマにした生活改善等の活動を目的としたボランティアを派遣することを検討

中である。これが実現すれば、農牧業生産の改善というアプローチに加えて、生活の質改善の

アプローチが期待できる。 

 

３－３－２ 環境影響 

地域では土壌浸食が激しく、水資源の適切な利用によって野菜栽培・草地面積の回復、過放

牧の逓減、土壌の栄養分の回復等が期待できる。    

在来種の牧草の回復や改良種の導入により土壌のより効率的な活用が期待できる。同時に、

農業生産の過程において水を適切に使用することで、土壌の養分の保全、ひいては砂漠化の防

止を期待できる。 

これらの知識・技術を地域の技師たちに定着させることで、長期的に土壌保全等の活動を地域

で展開し、地域経済を環境に優しい形で発展させていくことができる。 

なお、JICA の環境影響評価におけるスコーピングの結果、実施時の留意事項は以下のとおり。 
 

（1）小規模灌漑 10 施設の建設時には、環境ライセンス取得のために先方機関が許可申請を行

うように促し、必要な場合は許可の支援を行うこと。特に国立公園や保護区での開発行為

の許可等の有無について確認すること。 
 

（2）小規模灌漑施設での水の需要予測と水供給計画のバランスをとるために水文データを収

集し、本案件によって水利用への望ましくない影響がないように配慮の上、計画を立てるこ

と。 
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（3）施設の建設時には現地ステークホルダーとの合意形成が必要な事項を整理し、具体的な

計画を立てて協議を行うこと。特に住民が水質について不安を持っている可能性があるので、

この点についても住民の理解促進を行うこと。 

 

（4）土地利用・生態系への影響は現時点では大きな影響がないと判断されるが、建設時に再

度影響を確認すること。望ましくない影響がある場合は、回避・緩和策を検討のうえで対策

を講じること。 

 

   （5）住民参加型の活動となる成果 3 水利組合の組織化、成果 4 営農（畜産）指導／流通につ 

いて、貧困層の参加を促進すること。ジェンダーの配慮について、営農や畜産における男 

女の役割分担を確認し、役割分担にあった営農・畜産指導を行うこと。女性が営農・ 

 畜産指導を行う場合、研修に参加できる時間帯や季節を十分に考慮すること。 
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第 4章 プロジェクト実施に向けての留意点 

 
４－１ 実施へ向けたスケジュール 

2007 年 11 月中旬 R/D 署名 

2007 年 11 月   プロジェクト ベースライン調査 

2007 年 12 月   ボランティアの派遣の可能性について、詳細を検討する。 

2008 年 1 月      プロジェクト開始 

 

４－２ その他 

本プロジェクトの実施にあたっては PDM、PO を暫定的に作成しているものの、ベースラインの

調査をこれから行う予定であること、C/P の配置状況、日本人専門家、JICA 契約のコンサルタン

トの能力等の要因から、PDM の指標や PO の詳細は再度検討する必要がある。 

特に市に関する指標は、現実には市によって状況が違うため、プロジェクト開始後の早い段階

で市毎の到達目標としての指標を決める必要がある。 

大学の参加の内容について、プロジェクト開始後も関与の仕方の詳細を検討していく必要があ

る。 

  以上 
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FORM FOR JAPAN´S TECHNICAL COOPERATION 

 
1. Date of entry: 31 de Julio de 2006 
2. Applicant: Gobierno de la República de Bolivia 
3. Project Title: PROYECTO DE PROMOCION AL DESARROLLO RURAL 

EN EL ALTIPLANO CENTRAL (ÁREA DE INFLUENCIA DE LA 
CARRETERA PATACAMAYA – TAMBO QUEMADO)  

4. Implementing Agency: Ministerio de Desarrollo Rural, Agropecuario y 
Medio Ambiente, Prefectura del departamento de La Paz (DDP, 
SEDAG) y Prefectura del Departamento de Oruro (DDP, SEDAG). 

 
Address: Av. Arce Nº 2529, Edif. Santa Isabel 2da Mezanine Bloque A 
Contact person: Lic. María Angélica Kirigin, Directora Departamental de 
Desarrollo Productivo 
Tel/Fax.  2433001 
 
5. Backround of the project: 

 
 
Antecedentes 
 
Los indicadores de pobreza colocan a Bolivia como uno de los países más pobres 
de América Latina. Estudios realizados por la Unidad de Análisis de Políticas 
Sociales y Económicas (UDAPE), muestran que la reducción de la pobreza 
extrema depende del crecimiento de la economía y de los cambios en la 
distribución del ingreso a favor de la población más pobre. En el año 2002, se 
estimó que en Bolivia existían 3 millones y medio de personas en condiciones de 
pobreza extrema, aproximadamente un 41% de la población nacional. Sin 
embargo, el área rural concentra a un porcentaje más alto. 
 
Datos elaborados por el Instituto Nacional de Estadística (INE) sobre la base del 
censo realizado el año 2001, muestran que el 16,6% de la población boliviana se 
encuentra con las necesidades básicas satisfechas (índice NBS), 24,8 % registra 
niveles de vida alrededor del umbral de pobreza, 34,2% de la población está en 
situación de pobreza moderada, 21,7% está en condiciones de indigencia y 2,7% 
está en condiciones de marginalidad. 
 
De la misma manera el INE muestra niveles de pobreza alarmantes en la zona de 
influencia de la carretera Patacamaya – Tambo Quemado, los municipios de; 
Patacamaya, Umala. Chacarilla, Callapa, S. P. De Curahuara, Charaña y 
Calacoto en La Paz, además de Turco, Totora y Curahuara de Carangas en el 
Departamento de Oruro, presentan niveles de pobreza entre el 95,8% al 99,9%, 
sobre la base del indicador de porcentaje de población pobre por Necesidades 
Básicas Insatisfechas (NBI). 
 
Una vía caminera de alta importancia para el Estado Boliviano, ha sido la 
construcción de la carretera pavimentada que articula al país con los puertos del 
pacífico. De esta manera la construcción del tramo entre Patacamaya y Tambo 
Quemado, ha permitido esta vinculación, facilitando significativamente el 

付属資料１ 要請書 
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transporte de personas, mercaderías y el comercio desde y hacia puertos del 
pacífico. La citada carretera, fue financiada con un crédito obtenido del Gobierno 
del Japón, mismo que ha sido condonado a través de la iniciativa HIPC. 
 
La condonación de la deuda externa a países altamente endeudados a través de 
las iniciativas HIPC, ha permitido a Bolivia, plantear alternativas para reducir los 
elevados niveles de pobreza. De esta manera, la Estrategia Boliviana de 
Reducción de la Pobreza (EBRP), que fue presentada al Grupo Consultivo en 
octubre de 2003, fue un primer intento de alinear las políticas para el logro de los 
Objetivos del Milenio (ODM). 
 
La cooperación japonesa, se ha concentrado en el apoyo a los sectores de salud, 
educación, agricultura y desarrollo rural. De esta, manera la gestión de un 
proyecto en el ámbito de desarrollo rural para la zona del altiplano central entre 
los Departamentos de La Paz y Oruro y teniendo como eje la carretera entre 
Patacamaya y tambo Quemado, se convierte en una alternativa que generará una 
mejora significativa en la calidad de vida de la población. 
 
En junio de 2004, la Agencia de Cooperación Internacional del Japón (JICA) 
contrató los servicios de consultoría de la institución Strategies for International 
Development (SID), quienes desarrollaron un estudio de Desarrollo Integral para 
el área de influencia de la carretera Patacamaya – Tambo Quemado, 
considerando una extensión de 50 km a ambos lados de la misma e involucrando 
la participación de 10 municipios. Producto de ese estudio es que se presenta 
éste proyecto. 
 
Es de prioridad Nacional garantizar que los recursos naturales se dispongan de 
forma racional, a efectos productivos que conlleven consideraciones de orden 
ambiental y de sustentabilidad, frente al daño irreversible de la contaminación y 
erosión de que son objeto. 
 
El Programa de Gobierno “Bolivia digna, soberana y productiva-Para Vivir Bien” 
en sus componentes “Desarrollo Rural Productivo, Tierra y Territorio” y “Recursos 
Naturales Vinculados al Desarrollo Rural”, y sus reformas de Producción 
Agropecuaria y de Desarrollo Rural, consideran que el tratamiento y atención de 
gestión al principal factor productivo de la actividad agropecuaria debe ser 
prioritario. Se destaca la promulgación de la Ley Nº 3350 que declara de prioridad 
nacional, el mejoramiento de la producción agrícola y ganadera del Departamento 
de Oruro; además de la Ley Nº 3358 que declara la necesidad, la recuperación, 
preservación y conservación y aprovechamiento sostenible de las praderas.  
 
Dicho programa y las disposiciones correspondientes guardan relación y 
correspondencia con la Política y el Plan Nacional para el Aprovechamiento y 
Manejo de Suelos, instrumentos de desarrollo, que han sido concertados, 
validados por instancias públicas y privadas del ámbito nacional, y aprobado 
mediante Resolución Ministerial MACA Nº 087 del 29 de Agosto del 2003; 
proponiendo el desarrollo de lineamientos a través de acciones, con viabilidad 
económica, equidad social y seguridad ambiental. 
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El propósito de dichos instrumentos de desarrollo es promover el uso, manejo y 
conservación racional e integral del recurso suelo-agua en sus funciones 
económica agropecuaria, social, ambiental y cultural, dirigido al desarrollo 
sostenible, con la participación coordinada de todos los actores involucrados, a fin 
de contribuir a mejorar la capacidad productiva de los agricultores del país.  
 
 
5.1 Condiciones actuales de la zona 
 
Población 
De acuerdo a los datos del censo nacional de población y vivienda de 2001, 
publicados por el INE, la población total de los 10 municipios mencionados 
anteriormente es de 73.011 habitantes, la tasa anual de crecimiento intercensal 
(1992 – 2001), en promedio fue de 2,34%.  
 
Descripción Geográfica y clima 
De acuerdo con el estudio realizado por el SID, la zona corresponde a una 
meseta altiplánica, atravesada por cadenas montañosas y serranías que son 
prolongaciones de las cordilleras Occidental y Oriental, siendo la característica 
una topografía accidentada con extensas planicies. 
 
Se estima un rango de altitudes que oscilan entre los 3700 – 4500 m.s.n.m. (IGM 
2002), además de la presencia de picos elevados como ser: el Sajama, 
Payachatas y Quimsa Chata entre otros. La temperatura promedio es de 8 a 10 
ºC y temperaturas bajas que descienden fuertemente durante la noche, 
principalmente en el invierno llegando a extremos de hasta 15,6ºC bajo cero. 
 
Precipitación pluvial 
Las condiciones climáticas de la zona presentan características similares a las 
zonas semiáridas, con baja humedad atmosférica y elevados índices de 
evapotranspiración, lo cual hace que la región se encuentre con un déficit hídrico 
a lo largo de la mayor parte del año.  
 
La precipitación pluvial de la zona, es escasa y no supera los 450 mm al año, 
llegando a veces a 250 mm, estos indicadores muestran las limitantes para el 
desarrollo de la ganadería y la imposibilidad de realizar agricultura sin un sistema 
de provisión y distribución de agua. 
 
Suelos 
El informe del SID, muestra que de manera general los suelos son poco 
consolidados y con escasa materia orgánica en su capa arable, son altamente 
susceptibles a erosión especialmente cuando no están protegidos con cobertura 
vegetal. 
 
Desarrollo de la agricultura y ganadería 
Los municipios de la zona se caracterizan por desarrollar mayoritariamente la 
ganadería camélida (llamas y alpacas), pues cuentan con extensas praderas 
nativas, más conocidas como campos nativos de pastoreo (CANAPAS) que aún 
son utilizadas de manera colectiva. 
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La parte oriental de la zona, cuenta con familias que además de la crianza de 
camélidos, cuenta con ovinos y en menor cantidad bovinos. En este sector 
también se desarrolla producción agrícola destinada mayormente al autoconsumo 
y en menor proporción la producción de; haba, zanahoria y cebolla la cual se 
destina al mercado. 
 
Principales factores limitantes para el desarrollo rural 
Factores climáticos como ser; Heladas, granizo y sequía, son las mayores 
limitaciones para la producción agrícola. Por otro lado, los terrenos en su mayoría 
son más aptos para el pastoreo que para la agricultura. 
 
Sin embargo dentro de todos ellos, la disponibilidad de agua es el principal factor 
limitante. La época de lluvias se concentra entre los meses de enero a marzo, 
siendo el resto del año seco o con pocas precipitaciones pluviales.  
 
En los periodos largos de sequía, la falta de vegetación de cobertura afecta la 
estabilidad de los suelos debido a fuertes vientos que provocan erosión eólica. 
Posteriormente, el exceso de lluvia en un periodo corto, causa serios problemas 
de erosión hídrica. 
 
La crianza de ganado camélido que constituye la principal fuente de ingresos 
económicos para las familias, se ve afectada por problemas de degradación de 
suelos de praderas nativas y bofedales, lo cual afecta la base productiva. 
  
Justificación de una propuesta para la promoción al desarrollo rural en el 
Altiplano Central 
Una propuesta de trabajo integral, se convierte en una herramienta ideal para 
generar desarrollo, considerando todas las potencialidades de una zona o región. 
Sin embargo, a través de la presente propuesta se pretende focalizar el centro del 
problema y atacarlo, esperando que el conjunto de actores en el proceso de 
desarrollo (Alcaldías, Prefecturas y comunidad) puedan coordinar acciones para 
de esta manera dar integralidad a la propuesta y alcanzar resultados significativos. 
 
Se ha identificado el déficit de agua, como el problema central en la zona. Este 
factor, se convierte en un limitante para el desarrollo de la agricultura y la 
ganadería. El déficit de agua durante la mayor parte del año y el exceso de este 
recurso durante la estación de lluvias, llevan a buscar alternativas sostenibles que 
permitan un mejor uso y manejo de este recurso. 
 
El recurso agua, que es escaso durante la mayor parte del tiempo, se concentra 
en un periodo denominado estación lluviosa (3 meses por año), si bien la 
disponibilidad de humedad favorece el desarrollo de especies vegetales, sin 
embargo el exceso de agua como consecuencia de la caída de torrenciales lluvias 
afecta significativamente a la estabilidad del suelo, siendo la consecuencia un 
acelerado deterioro debido a la erosión hídrica. A este efecto nocivo se suma el 
excesivo pastoreo y a la erosión eólica debido a la falta de cobertura. 
 
Ante éste estado situacional, además de ser necesario trabajar en el mejor 
aprovechamiento del agua pluvial, también es necesario trabajar en manejar el 
agua superficial o de escurrimiento; lo cual implica necesariamente el manejo del 
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suelo. Esto se logrará desarrollando un conjunto sistemático de técnicas 
hidráulicas y edafológicas que permitan un mejor aprovechamiento integral de 
recurso con fines productivos agropecuarios. Tecnología que esta disponible en la 
región y que alguna otra debe ser rescatada, generada y validad, para su 
adopción.   
 
El desarrollo de la ganadería camélida, que es la principal fuente de sustento de 
las familias de la zona en cuestión, es seriamente afectado debido a la falta de 
pasturas, aspecto que ha llevado a desarrollar una lógica de vida que incluye a 
procesos migratorios estacionales dentro de sus propios Ayllus, de esta manera, 
durante el verano permanecen en las partes altas en las cuales encuentran 
alimento para su ganado y durante el periodo de invierno trasladan a su ganado a 
las partes bajas. 
 
El desarrollo de la agricultura y de la producción de forrajes de mejor calidad, 
aspecto que traería consigo una mejora significativa de la calidad de vida de las 
familias. Se encuentra asimismo limitado por la falta de una estrategia que 
considere a la provisión y el trabajo con el recurso agua como eje principal para 
generar desarrollo. 
 
 
6. Outline of the project 
 
Overall Goal 
 
Mejorar la calidad de vida de la población del área de influencia de la carretera 
Patacamaya – Tambo Quemado 
 
Project Pourpose 
 
Atacando el problema central identificado como la deficiencia de agua, se busca 
desarrollar alternativas sostenibles que permitan su uso como insumo 
fundamental y de manera integral con el suelo, para la producción agrícola y 
ganadera. 
 
Outputs 
 
Ha sido desarrollada y adoptada tecnología apropiada para un aprovechamiento 
sostenible del recurso agua - suelo. 
 
La producción agropecuaria del área de influencia de la carretera Patacamaya – 
Tambo Quemado ha sido incrementada. 
 
La disponibilidad de agua ha logrado generar condiciones para una mayor  
capacidad productiva de lo suelos, para la producción de forrajes, lo cual permite 
criar un mayor número de cabezas de ganado camélido, incrementado la 
producción de carne y lana y generando mayores ingresos económicos para las 
familias de la zona. 
 
Se ha disminuido el efecto nocivo de la erosión hídrica. 



 

 46

 
Project Activities 
 
La presente propuesta pretende focalizar el trabajo de la cooperación técnica en 
un tema fundamental agua-suelo. De esta manera el apoyo del proyecto será 
concentrado en los siguientes temas; Construcción de atajados, perforación de 
pozos, reservorios (k´otañas), riego de bofedales y la construcción de zanjas de 
infiltración y manejo de suelos, siendo que para la implementación de las mismas 
se prevén contrapartes de los beneficiarios, de municipales y prefecturales. 
 
La asistencia técnica en aprovechamiento y manejo de suelos, producción 
agropecuaria, provisión de semillas y la construcción de redes de distribución de 
agua para riego, se convierten en tareas imprescindibles pero “complementarias” 
a la construcción de obras para cosecha de agua, perforación de pozos así como 
también de la ampliación de bofedales. Estas actividades, tendrán también la 
participación activa de las contrapartes, de los Municipios y de las Prefecturas de 
cada Departamento a través de la Dirección Departamental de Desarrollo 
Productivo (DDDP) y sus Servicios Departamentales Agropecuarios (SEDAGs), 
quienes en coordinación con cada Municipio y los beneficiarios, y de acuerdo a un 
plan de trabajo elaborado conjuntamente con el proyecto, promoverán el 
desarrollo del aprovechamiento y manejo de agua-suelo con un enfoque integral 
en cada propuesta.  
 

a. Cosecha de agua 
- Construcción de atajados y pequeños sistemas de riego 
- Construcción de reservorios (k´otañas o kochas) 

b. Perforación de pozos 
c. Riego de bofedales 

 
a. Cosecha de agua 
 
Este concepto, prioriza la captación y almacenamiento de agua durante la época 
de lluvias, considerando su utilización en el periodo seco. Adicionalmente, este 
tipo de intervención; Contribuye al Control de los efectos nocivos sobre el suelo 
causados por la erosión hídrica, mejora el perfil de humedad y favorece el 
desarrollo de especies vegetales a través de la creación de un microclima y 
facilita procesos de reforestación. Este componente engloba las siguientes 
actividades: 
 
Construcción de atajados y pequeños sistemas de riego 
Esta actividad se relaciona al almacenamiento de cantidades considerables de 
agua en pequeños embalses construidos en lugares estratégicos.  
 
De manera complementaria, se propone la construcción de un sistema de 
distribución de agua que permita la producción agrícola o de forraje bajo riego, 
como: manejo de suelos, obras de protección de la infraestructura, de protección 
a las fuentes de agua, asistencia técnica y capacitación. La superficie bajo riego 
va a depender de la cantidad de agua almacenada (según datos del PRONAR-
MACA son necesarios 6000 m3 de agua/ha), el efecto esperado es una mejora 
significativa de los niveles de producción e ingresos económicos.  
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Las contrapartes de las diversas instituciones participantes son detalladas a 
seguir: 
 

Actividad JICA HAM Prefectura 
(DDDP-SEDAG)

Comunidad 

Planificación de los proyectos específicos mas 
obras complementarias 

x x x X 

Elaboración de estudio, levantamiento 
topográfico, diseño y perfil 

X x X  

Movimiento de tierras, maquinaria pesada  x X  
Combustible para movimiento de tierras X  X  
Asistencia técnica y capacitación a 
productores agropecuarios 

 x X  

Provisión de semillas  X   
Materiales para construcción de sistema de 
riego (red de distribución) 

X    

Mano de obra para sistema de riego    X 
AT para construcción de sistema de riego    X 
Actividades complementarias al sistema de 
riego (zanjas de infiltración, reforestación, etc) 

 x X X 

 
 
Construcción de reservorios (K´otañas o kochas) 
Este concepto está orientado al almacenamiento de pequeños volúmenes de 
agua en zonas aledañas a vías de pastoreo aprovechando las zanjas de drenaje o 
en zonas en las que solo se necesita para el ganado. Tradicionalmente son 
construidas con maquinaria pesada y consiste en habilitar una fosa de unos 2 a 4 
metros de profundidad en el punto más hondo y de forma circular con un diámetro 
de hasta 20 metros.  
 
De igual manera, estas infraestructuras, deben estar acompañadas de obras 
complementarias, como: obras de protección de la infraestructura y obras de 
protección al sitio de origen de la fuente de agua, cuando se trate de vertientes, 
afluentes, asistencia técnica y capacitación en su operación y manejo, y otros. 
 

Actividad JICA HAM Prefectura 
(DDDP-SEDAG)

Comunidad 

Planificación de los proyectos 
específicos mas obras 
complementarias 

x x X X 

Elaboración de estudio, levantamiento 
topográfico, diseño y perfil 

X x X  

Movimiento de tierras, maquinaria pesada  x   
Combustible para movimiento de tierras X  X  
Asistencia técnica y capacitación a 
productores agropecuarios 

 x X  

AT para construcción   x X  
Apoyo en mano de obra adicional    X 
 
 
b. Perforación de pozos 
En algunas zonas, la topografía predominante no brinda posibilidades para la 
construcción de atajados o simplemente la distribución o uso de la tierra es de 
manera individual (terreno parcelado). Sin embargo, las necesidades de agua son 
de igual manera un factor limitante, de esta manera la perforación de pozos es 
una alternativa a ser implementada para la provisión de agua.  
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Dependiendo del volumen, de las necesidades y del costo de bombeo, se 
determinará el uso de la fuente, esta puede ser para consumo humano y del 
ganado, para la producción de pequeños huertos familiares ó para riego agrícola, 
en caso del producto a ser cultivado justifique el costo del sistema de bombeo.  
 
Esta infraestructura dedicada al riego o para consumo animal, deberá también 
estar integrada con obras complementarias tales como: asistencia técnica y 
capacitación en manejo y funcionamiento, obras de protección de la 
infraestructura y obras del sistema de riego, manejo de suelos, producción 
agropecuaria y otros. 
 

Actividad JICA HAM Prefectura 
(UNASVI, 
SEDAG) 

Comunidad 

Planificación de los proyectos 
específicos mas obras 
complementarias 

x x x X 

Elaboración de estudio y perfil X x X  
Perforación de pozo X  X  
Asistencia técnica y capacitación a 
productores agropecuarios 

 X X  

Provisión de semillas  X   
Mantenimiento del pozo y equipo, además de 
la mano de obra no calificada a ser requerida 

   X 

 
 
c. Riego de bofedales 
En muchas zonas húmedas y donde existe presencia o condiciones para la 
formación y/o recuperación de bofedales, se realizaran trabajos de ingeniería 
hidráulica para el riego de esas áreas y para la protección de las mismas; que 
permitan ampliar la zona húmeda, permitiendo de esta manera una mayor 
producción de forraje natural y la crianza de un mayor número de animales.  
 
También estos trabajos requerirán de obras complementarias, como protección de 
las fuentes de agua, de la infraestructura, asistencia técnica y capacitación sobre 
el manejo y aprovechamiento de los bofedales. 
 

Actividad JICA HAM Prefectura 
(DDDP-SEDAG)

Comunidad 

Elaboración de estudio, levantamiento 
topográfico y perfil 

X X X  

Apoyo con volqueta para traslado de piedra y 
otros materiales 

 X   

Dirección de obra  X X  
Mano de obra para la construcción de canales 
revestidos 

   X 

Asistencia técnica y capacitaciòn a ganaderos  x X  
 
 
Estrategia de implementación del proyecto 
 
El carácter piloto del proyecto, prioriza la implementación de: 2 K´otañas 
(reservorios), 2 pozos de agua, 2 canales de riego de bofedales y 2 atajados, la 
selección de las comunidades donde serán ubicadas las obras, será de acuerdo a 
un sondeo en el que se identifiquen necesidades y potencialidades relacionadas 
al componente que debería ser implementado, además del interés y participación 
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de los beneficiarios. Cada una de estas obras estarán diseñadas con sus obras 
complementarias.  
 
Las obras serán implementadas de forma equitativa en cada uno de los dos 
Departamentos. 
 
Estas actividades son de tipo piloto, las mismas que serán replicadas a futuro por 
los Municipios, Prefecturas y beneficiarios, de acuerdo a demanda existente. 
 
Los recursos para la implementación de los componentes serán provistos por 
JICA, Prefecturas, Municipios y Comunidades de acuerdo a los cuadros donde se 
describen los aportes correspondientes, explicados en el punto anterior. 
 
El proyecto participará en la prospección, selección de comunidades, elaboración 
de perfiles e implementación de los componentes de manera piloto, esperando 
que a partir de estas actividades y luego de un proceso de capacitación a técnicos 
de municipios y prefecturas, se repliquen en otras comunidades. 
 
De manera paralela a la implementación de los componentes, técnicos de 
municipios y prefecturas participarán en la capacitación de los campesinos para 
mejorar sus procesos productivos, apoyando en semillas y asistencia técnica. 
  
Rol del Proyecto, Municipios y Prefecturas 
 
Inputs from the local government 
 
El Ministerio de Desarrollo Rural, Agropecuario y Medio Ambiente, a través del 
Viceministerio de Desarrollo Rural y Agropecuario, y su Dirección General de 
Desarrollo Rural, pone a disposición a los técnicos de la Unidad de Manejo 
Sostenible de Suelos, quienes realizaran el seguimiento correspondiente al 
desarrollo del proyecto. 
 
Las Prefecturas de los Departamentos de La Paz y Oruro, incluirán en su 
presupuesto, los recursos necesarios para las contrapartes requeridas dentro del 
proyecto, facilitando el apoyo técnico a través de un Ing. Civil para la planificación 
u ejecución de las “Obras de Infraestructura”. Además de disponer de un Ing. 
agrónomo para el diseño e implementación de: la asistencia técnica y 
capacitación de los productores agropecuarios considerados dentro de las 
actividades del proyecto. Este último  responsable de las obras catalogadas como 
“Complementarias”, además de la asignación de otros recursos que sean 
necesarios para el desarrollo oportuno de las actividades del proyecto. 
 
Los Municipios participantes, incluirán en su presupuesto los recursos de 
contraparte necesarios para co-financiar las implementación de las obras de 
infraestructura y complementarias, asimismo dispondrán para el apoyo de 
maquinaria pesada (para la construcción de atajados) y volqueta para el traslado 
de materiales. De la misma manera contarán con un técnico para el apoyo a las 
actividades del proyecto. 
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Las comunidades participantes aportarán con toda la mano de obra no calificada y 
material local, necesario para la ejecución del proyecto. 
 
Inputs from the Japanese Government 
 
La Agencia de Cooperación Internacional del Japón (JICA), de acuerdo a la 
solicitud del Gobierno de Bolivia, considerará el apoyo con un monto aproximado 
de 439.000 $us para la realización del proyecto.  
 
El detalle de los costos de inversión serán los siguientes: 

Nº DESCRIPCIÓN UNIDAD CANTIDAD P.UNIT COSTO 
TOTAL 

 INFRAESTRUCTURA   
1.  Construcción de Atajados unidad 2 20.000,0 40.000,0
2.  Construcción del sistema de microriego 

de bofedales 
unidad 2 50.000,0 100.000,0

3.  Perforación de pozos de agua. unidad 2 15.000,0 30.000,0
4.  Construcción de reservorios o Kotañas unidad 2 7.500,0 15.000,0

 PERSONAL   
5.  Experto Local (2) mes 36 x2 1200 86400,0
6.  Experto a Corto Plazo (3) mes 12X3 1000 36000,0
7.  Administrador mes 36 600,0 21600,0

 EQUIPAMIENTO Y MATERIALES   
8.  Vehículo unidad 2 20.000,0 40.000,0
9.  Motocicletas unidad 10 2500,0 25.000,0
10.  Equipo de apoyo (computadoras, etc.) global 1 15.000,0 15.000,0
11.  Materiales, insumos y otros año 3 10.000,0 30.000,0

     

 TOTAL USD   439.000,0
 
La Prefectura del Departamento de La Paz asignará un monto de contraparte para 
los tres años no mayor a $us 99.289,0 (noventa y nueve mil doscientos ochenta y 
nueve dólares americanos) y la Prefectura del Departamento de Oruro con un 
monto de $us. 81.552,0 (ochenta y un mil quinientos cincuenta  y dos dólares 
americanos), los mismos que se detallan a continuación:  
 

DESCRIPCIÓN PREFECTURA 
LA PAZ 

PREFECTURA 
ORURO 

Gastos Operativos 42.429 24.692
Equipamiento 1.960 1.960
Personal Técnico Agrónomo) 21.600 21.600
Insumos de Producción (semillas y otros) 6.500 6.500
Infraestructura (obras complementarias)   
Construcción de Atajados 10.000 10.000
Construcción del sistema de microriego de 
bofedales 10.000 10.000
Perforación de pozos de agua. 5.000 5.000
Construcción de reservorios o Kotañas 1.800 1.800
TOTAL $US. 99.289 81.552
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7. Implementation schedule 
 
Se prevé una duración de  3 años para la fase piloto 2007 – 2009, periodo en el 
cual se desarrollarán las siguientes actividades: 
 
 Primer año: 
 
   Selección y contratación de equipo de trabajo 
   Explicación de propuesta de trabajo a municipios 
   Selección de municipios 

 En coordinación con Municipios y Prefecturas, prospección de   
comunidades para la implementación de actividades 

   Elaboración de plan de trabajo 
 Previsión de recursos de contrapartes Prefecturales y Municipales 
 Elaboración de perfiles afinados de proyectos 
 Sensibilización y apropiación del proyecto a beneficiarios. 
 Capacitación Técnica. 

 
 Segundo año: 
 
   Implementación de actividades 

 Sensibilización y apropiación del proyecto a beneficiarios. 
 Capacitación Técnica. 
 Ejecución de obras. 
 Coordinación e implementación de las actividades 

complementarias con Prefecturas, Municipios y Beneficiarios 
 En coordinación con Municipios y Prefecturas, prospección de   

comunidades para la implementación de actividades 
 Elaboración y ejecución de perfiles de proyectos afinados con 

obras complementarias 
 

 Tercer año: 
 
   Implementación de actividades 

 Coordinación e implementación de las actividades 
complementarias con Prefecturas, Municipios y Beneficiarios 

 Elaboración y ejecución de perfiles de proyectos afinados con 
obras complementarias 

   Seguimiento y evaluación de resultados 
 Difusión de trabajos y resultados obtenidos 

 
Personal requerido 

JICA HAM Prefecturas 
- 2 Expertos o consultores locales 
- Expertos o consultores locales a 

corto plazo 

- Técnico del municipio La Paz 
- Agrónomo 
- Civil (UNASBVI) 
Oruro 
- Agrónomo 
- Civil (UNASBVI) 
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8. Implementation Agency 
 
Viceministerio de Desarrollo Rural y Agropecuario, a través de la Unidad de 
Suelos 
 
Prefectura del Departamento de La Paz, a través de la Dirección Departamental 
de Desarrollo Productivo (DDDP) y el Servicio Departamental Agropecuario 
(SEDAG). 
 
Prefectura del Departamento de Oruro, a través de la Dirección Departamental de 
Desarrollo Productivo (DDDP) y el Servicio Departamental Agropecuario (SEDAG). 
 
 
Estructure at decisive level 
 
Viceministro de Desarrollo Rural y Agropecuario 
Representante Residente de JICA y Coordinador del Proyecto 
Director Departamental de Desarrollo Productivo, La Paz 
Director Departamental de Desarrollo Productivo, Oruro 
Alcaldes de cada municipio 
 
Structure at operative level 
 
Director de Proyecto, Experto Japonés 
 
9. Related activities 
 
Las instituciones públicas en sus diferentes niveles tienen participación dentro de 
la zona del proyecto. El nivel nacional a través del MDRAMA viene desarrollando 
políticas nacionales en el ámbito del manejo y conservación de suelos, las 
Prefecturas por su lado trabajan con la Unidad de Agua Salud y Vida (UNASVI) 
con la perforación de pozos y los municipios vienen desarrollando planes 
orientados a generar desarrollo en cada región. 
 
10. Gender Consideration 
 
De acuerdo al estudio del SID, de manera ancestral en las comunidades aymaras 
se valoró el aporte de las personas en el desarrollo de la sociedad a través de la 
producción agrícola y pecuaria, principalmente en el manejo de los diferentes 
pisos ecológicos. La distribución de tierras fue antes de la Colonia en iguales 
condiciones a hombres y mujeres, evitando de esta manera acciones 
discriminatorias en contra de las mujeres, las cuales recibían tierra y participaban 
en el manejo de espacios colectivos comunales. 
 
Hoy la situación no es la misma, debido a la desestructuración de valores y de la 
lógica cultural aymará, el machismo y el patriarcado se hacen presentes en las 
comunidades, sub valorando y discriminando a las mujeres. Los Gobiernos 
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municipales continúan considerando como referente válido a los hombres, 
consolidando inequidades con respecto a la tenencia de la tierra.  
 
Por esta razón, es necesario tomar en cuenta estos antecedentes, para buscar un 
desarrollo sostenible con equidad. En la presente propuesta, se deberá valorar de 
igual manera y en similares condiciones la participación de hombres y mujeres. 
 
11. Enviroment and Social Considerations 
 
De acuerdo al Índice de Desarrollo Humano publicado por el PNUD, se coloca a 
los municipios dentro del área de influencia de la carretera Patacamaya – Tambo 
Quemado, dentro de los más pobres, llegando a niveles de indigencia de hasta un 
90%. 
 
Por otro lado, las difíciles condiciones del clima y la deficiencia de agua, no 
favorecen a un desarrollo amplio de la agropecuaria, contribuyendo de esta 
manera a la profundización de los niveles de pobreza   
 
12. Beneficaries 
 
Departamentos de La Paz y Oruro. Provincias; Aroma. G. Villarroel, Pacajes, 
Sajama y San Pedro de Totora. Municipios de; Patacamaya, Umala, San Pedro 
de Curahuara,  Chacarilla, Santiago de Callapa, Calacoto, Charaña, Curahuara de 
Carangas, Turco y San Pedro de Totora. 
 
Responde al área comprendida dentro de los 30 km a ambos lados de la carretera 
Patacamaya – Tambo Quemado. 
 
Characteristics of the area of the project 
El área de influencia de la carretera Patacamaya – Tambo Quemado (10 
municipios), concentra una población de 74.002 habitantes, según datos del 
Censo de Población y Vivienda realizado en 2001.  
 
La Superficie ocupada por los 10 municipios es de 18.745 km2, siendo de esta 
manera la densidad de 3,94 hab/km2. 
 
En lo relacionado a tenencia de la tierra, esta muestra algunas diferencias de 
acuerdo a características propias de los municipios, pudiendo ser de tenencia 
privada individual o familiar hasta el uso comunal. El uso principal de la mayor 
parte de esta tierra es la producción ganadera antes que la producción agrícola. 
 
En cuanto se refiere a recursos hídricos, la totalidad de los municipios 
circundantes a la carretera mencionada corresponden a la Cuenca del río 
Desaguadero, además de los ríos Kheto, Umala, Cañaviri, Khora, Jachuma, Mauri, 
Sulloma, Cosapa, Lauca, Sajama, Tomarapi, Chochoca, Kulta entre otros. 
 
La actividad principal de la zona es la ganadería, siendo característica la cría de 
camélidos (llamas y alpacas). La producción de bovinos, se encuentra 
concentrada en zonas próximas a la carretera La Paz – Oruro y principalmente en 
zonas donde la disponibilidad de agua permite la producción de forraje de mejor 
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calidad. La población de ovinos es también importante. La producción agrícola en 
su generalidad es de subsistencia y autosonsumo, son pocos los municipios con 
aptitud agrícola y donde resaltan productos como la papa y quinua que son 
comercializados en el mercado.  
 
En el plano migracional, la situación económica y de tenencia de la tierra con una 
tendencia excesiva a la parcelación, los suelos deprimidos, la falta de 
diversificación y los fenómenos climáticos, obligan a los habitantes de esta zona a 
migrar de manera temporal o definitiva hacia centros económicos de mayor 
importancia. 
 
Sin embargo, a pesar de las difíciles condiciones encontradas en la zona, de 
acuerdo con el estudio realizado por el SID, existen potencialidades, las cuales se 
asientan en la fuerza de trabajo familiar en la actividad ganadera, el turismo y la 
artesanía. 
 
13. Security Conditions 
 
El área del proyecto se inicia en la localidad de Patacamaya a 100 km de la 
Ciudad de La Paz, hasta la localidad de Tambo Quemado, frontera con la 
República de Chile (280 km de la Ciudad de La Paz). A lo largo de la carretera 
asfaltada, existen varias poblaciones que cuentan con servicio telefónico 
permanente y servicio de telefonía celular brindado por la empresa ENTEL.  
 
En el área de salud, existe un Hospital en el Municipio de Patacamaya y Centros 
de Salud en varios Municipios como ser Curahuara de Carangas y Turco. 
 
Durante los últimos años, la inestabilidad en situación social y política ha llevado a 
los habitantes del área rural a realizar manifestaciones y bloqueos de carreteras 
en busca de demandas que han causado algunas dificultades para el libre tránsito 
de vehículos y personas. Sin embargo, esta situación tiende a revertirse y 
actualmente se vive en un ambiente tranquilo. 
   
14. Others 
 
La carretera Patacamaya Tambo Quemado, es considerada como uno de los 
tramos más importantes del país. Constituye un enlace de consideración debido a 
que esta alineada a la política de infraestructura vial, siendo parte del corredor 
oeste – sur que vincula a Bolivia a puertos del pacífico. 
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名前  役職・組織名 (西文 ) 役職・組織名（和文）  

Francisco Laura Nina Alcalde, GM Patacamaya パタカマヤ市 市長  

Apolinar Baltasar 

Guarachi 

Alcalde, GM Umala ウマラ市 市長  

Thomas Blanco Flores Alcalde, GM Chacarilla チャカリージャ市 市長  

Justino Cruz Choque Alcalde, GM S.P. de Curahuara サン・ペドロ・デ・クラワ

ラ市 市長  

Victor Hugo Apaza Alcalde ,GM Charana チャラニャ市 市長  

Cristóbal Ramos 

Navarro 

Alcalde, GM Santiago de Callapa サンチアゴ・デ・カジャパ

市 市長  

Edgar Vargas Tancara Alcalde, GM Calacoto カラコト市 市長  

Romulo Alconz H. Alcalde, GM Curahuara de Carangas クラワラ・デ・カランガス

市 市長  

Roberto Hidalgo Alcalde, GM San Pedro de Totora トトラ市 市長  

Nemesio Choque Mollo Alcalde, GM Turco トゥルコ市 市長  

José Luís Paredes 

Muñoz 

Prefecto, Prefectura de La Paz ラパス県知事  

Luís Quiroga Secretario, Secretaria de Desarrollo 

Productivo, Pref. LP 

ラパス県生産開発局長  

Ramiro Villaroel Director. RRNN, Prefectura de La Paz ラパス県環境部長  

Javier deFilips Secretaria de Desarrollo Productivo, 

Pref. LP 
ラパス県生産開発局  担

当  

Jhonny Condori Responsable de riego, SEDAG, La Paz ラパス県農牧サービス局

灌漑担当  

Alberto Luis Aguilar Prefecto, Prefectura de Oruro オルロ県知事  

Carlos Ari Secretario, Secretaria de Desarrollo 

Productivo, OR 

オルロ県生産開発局長  

Eloy Fuiguera Aro Técnico, SEDRHIS, Prefectura de 

Oruro 

オルロ県 SEDERI 担当  

Ramiro Caceres Técnico Asistente, Planificación, 

SEDAG, Oruro 

オルロ県農牧サービス局

計画担当  

Abel Mamani Marca Ministro del Agua 水資源大臣  

Demetrio Cespedes Viceministro de Riego 水資源省灌漑次官  

Rene Copeticona Profesional, Viceministerio de Riego 水資源省灌漑次官室  担

当  

Roxana Liendo Bustos Viceministra, Viceministerio de 

Desarrollo Ruraly Agropecuario, 

MDRAMA 

農牧省農村開発・農牧次官

付属資料２  主要面談者リスト  
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Orlando Achu VDRA-MDRAyMA 農牧省農村開発・農牧次官

室  土壌課 担当  

Jorge Pascuali Cabrera Decano, Facultad de Agronomia, 

UMSA 
サン・アンドレス大学 農

学部長  

Alberto Abastflor 

Montero 

Director General de las Unidades 

Académicas Campesinas, UAC  

カトリカ大学  農業関係

学部長  

Jesús Gustavo Rojas Rector, UTO オルロ技術大学 学長  
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農牧省 

コカ生産地域総合開発局 コカ、総合開発次官室 

森林資源局 

生物・保護地区局 
生物、森林、環境次官室 

農村開発局 

農牧生産・食糧局 

農牧農村開発次官室 

コミュニティ領土問題局 

土地局 

土地次官室 

法務 

総務 

付属資料４ 農牧省組織図 
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水資源省 

総務 

灌漑次官室 基礎サービス次官室 流域・水資源次官室 

法務 

広報局 

監査局 

計画課 

機関調整議会 

水利及び技術情報局 

社会技術議会 

SENARI 
（国家灌漑サービス） 
ALT 
MISICUNI 
OTN 
他 

SENAMHI 
SERGEOTECMIN 
他 

付属資料５ 水資源省組織図 
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N 県 市 施設種類 集落名称 面積ｈａ 家族数 施設規模概要
概算本体工事費

（＄）

1 ラパス パタカマヤ ため池 Cala Cala 約33
（確認中）

33 取水工　１箇所
巾１２ｍ、水路
0.2m×0.2m　　800m
ため池　20m×20m
深さ　2.5m

22,000

2 ラパス ウマラ 河川内貯留ため池 Santiago de Curuni 12 26 提高6.25m 提長　100
ｍ

水路　0.5m×0.5m
200m

20,000

3 ラパス チャカリージャ 河川内貯留ため池 San Juan Pacollo 9 24 提高4.5m 提長　60ｍ
水路　0.3m×0.3m
622m

25,000

4 ラパス チャヤパ 小規模かんがい水路 Huayallapanta 10 1 取水工　１箇所　巾
５ｍ、パイプライン
直径50mm　３ｋｍ

22,000

5 ラパス チャラーニャ 小規模牧草用
かんがい水路

Río Blanco 50 13 取水工　１箇所　巾
２０ｍ、水路　0.3m×
0.3m　　２ｋｍ

56,000

6 ラパス カラコト 井戸 K’achuro 10　以下 32 井戸掘削　直径
1.3m　深さ　10m以下

ポンプ　32ヶ所

24,000

7 ラパス サンペドロ
デクラワラ

河川内貯留ため池 Machacamarka 10 19 提高4.0m 提長　70ｍ
水路　0.3m×0.3m
378m

11,000

8 オルロ クラワラデカランガス 井戸 Marca Marca 10　以下 23 井戸掘削　直径
1.3m　深さ　10m以下

ポンプ　23ヶ所

17,000

9 オルロ トトラ 河川内貯留ため池 Rosasani 3 10 提高5.25m 提長　45ｍ
水路　0.3m×0.3m
　281m

26,000

10 オルロ トゥルコ 井戸 Titiri 10　以下 23 井戸掘削　直径
1.3m　深さ　10m以下

ポンプ　23ヶ所

17,000

総計 157 204
ha 世帯

付属資料７ ラパス県と民間業者「レインヘニエリーア」によるプロジェク設計概要
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人口

10市合わせて7万4千人
各市の人口規模にはそれぞれ差があり、数千人のところから2-3万人程度の
ところまである。
集落は散在している。
都市部への出稼ぎが多く、移民も多い
１世帯あたりの人口は平均5人

GDP/capita
国平均　890USドル(2003年)
ラパス県平均　670USドル(2005年)
オルロ県平均　968USドル(2005年)

貧困率
(出典：INEの2001年の国
家統計)

ボリビア平均58.6%
ラパス県農村部84%・オルロ県農村部88%
<対象地域の10市>
パタカマヤ 97.1%
ウマラ 97.1%
サン・ペドロ・デ・クラワラ　98.8%
チャカリージャ 99.9%
カラコト 98.7%
チャラニャ 95.8%
サン・チアゴ・デ・カジャパ 100.0 %
クラワラ・デ・カランガス93.7%
トゥルコ 95.8%
トトラ　99.4%

面積・土地利用 パタカマヤータンボケマド幹線道路200kmに隣接して広がっている

自然条件

気温：寒冷　年平均気温5-10℃
年間降雨量：250-400mm
乾季・雨季の差が激しい
干ばつ、冷害（雹が降る）が激しい
土壌浸食が激しい

経済・主要産業
農業(天水)：小麦、大麦、ジャガイモ、キヌアが中心
畜産：リャマ・アルパカ、ウシ、ヒツジ

農作物需要の推移 把握されていない

各作物作付面積
小麦、大麦、ジャガイモ、キヌアなどが栽培されているが、詳細な作物作付面
積の情報は不十分

農家あたりの平均耕作
面積

3ha以下の小規模農家が全体の45%.

栽培面積や生産量の割
当制度の有無

把握されていない

他ドナー等の活動

NGO Yunta ため池の設計施工管理
NGO Sartawi 肉用牛の改良、乳製品の加工、井戸掘削技術指導
NGO　Save the Children灌漑設備設置と営農指導
UNICEF　飲料水プロジェクト
草の根資金協力　水路工事

道路
幹線道路は舗装済み、市内中心部も舗装。
市の外れは未舗装

電気 市の中心部のみ

上下水道
市の中心部等には上水の施設がある。
下水の施設も同様

灌漑に関する知識、技
術

全体に不足している。
堤高5m程度のため池の施工経験はあるが、施設位置、規模の選定について
は地元の要請に基づくのみで決定することが多く、技術的な裏づけがない。
座学の知識はあるが特に実践的な知識･経験がないという意見もある。

営農・畜産指導に関する
知識・技術

市からの営農・畜産指導は行われていない。
技術的なマニュアル等はない、もしくは整理されていない

言語 アイマラ語、スペイン語

意識
市のために貢献したいという意識は低い
市で働く経験を使って都市圏での就職につなげたいと考える技師が多い

前提条件

市の技師
個々人の
能力

個人レベ
ル

   付属資料8-1  10市のキャパシティー・アセスメント
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部局の構成
市の規模により、市長以下、技術部が分かれている場合もある。小規模の市
では市長に全技師が直属している場合もある。

意思決定メカニズム 市長と市議会による決定
調整能力 県との調整が行われている市もあるが、県に対する信頼感が不足している市

職種設定
農業、土木等専門分野技師が数人いる市から、専門分野技師が全くいない市
まで様々

職員数 60人いる市から市長他技師１名のみの市まで様々
人材管理 定着度が低い。技師の給与は1000Bs前後(低い)。

財務管理

灌漑工事に関する行政文書は整備されておらず、市長が交代するたびに新職
員が新たに上位機関に問い合わせて対応している。
予算決定の際には細部に亘ってVIPFEの審査が行われるため、提出しても承
認される内容が少ない。結果として多くの市は予算の執行率が低い。
市の予算自体はIDH（炭化水素税）の施行で増えている。

経費 年間予算は約1億円程度の市から市長の給料しかない市まで様々

契約内容
TORの精度が不十分なためか、成果品・工事内容に問題がある場合も多いと
指摘されている。

モニタリング 十分な監督が行われていない（監督する際の技術的ポイントを把握していな
灌漑、営農･畜産指導の
技術マニュアル

存在しない、もしくは整理されていない

事業管理マニュアル 存在しない
その他 市の技師が交代する際に情報を残すという習慣がない

灌漑政策
灌漑次官室が灌漑施設全般について所管
農村開発次官室が農業・土壌保全について所管
水資源大臣の下、国家灌漑サービス局が組織されている

法律
2004年の灌漑についての法律2878号。
水基本法(ley de aguas)の見直し

灌漑施設登録制度 上記の法律2878号により、国家灌漑サービス局で実施
灌漑面積 ※確認中
EIA法 環境法1333号により、各市での事業には県が環境影響評価審査を行う。
農地保全のための政
策・戦略・施策

農牧分野開発計画(2007年6月）、
土壌の利用・管理についての国家計画(2003年)

農地保全のための関連
法規

オルロ県での農畜産の向上を強化する法律3350号、
農地の回復・保存・保全・持続的利用についての法律3358号、
土壌保全では農村開発次官室がチュキサカ県での土壌保全の経験をマニュ
アル化している。

大衆参加法・地方分権
法

それぞれ1994年、1995年に成立。現在はこれらの法律により中央政府から
市・県に権限が移行する時期にあたる。

水利組合
灌漑施設を建設する場合に必ず設置することになっているが、料金徴収方法
が不透明、規定に反して上流部住民が独占的に水を使ってしまう、維持管理
が不十分、等の問題が指摘されている。

水へのアクセス権
水へのアクセスは人権という考え方が強く、見直し中の水基本法においてもこ
の考えが明記されている。このため水を求める市民活動が盛んである。

慣習 水源がある場合、上流部で独占的に水を使ってしまう住民が存在する
民族 アイマラ族
宗教 大地の女神「パチャママ」への強い信仰がある

その他
伝統的な灌漑技術が存在するものの、体系化されていないため十分に伝承・
活用されていない

NGO
数多く存在する。中には灌漑施設建設、営農指導、流通までを一貫して支援
するNGOもある。

県
技師のレベルは市よりも高い（給与でいうと約4-5倍)
官僚的手続きが遅いのは市と同様

大学

地域の技師・農民に対し研修を行っている
大学の卒論生等がインターンとして農民と働く例もある
地域にキャンパス・試験場を持っている（サン・アンドレス大学）
新技術の導入・開発等での役割が市・県から期待されている一方で、実施能
力の低さが指摘されている。

連絡調整
関係者がそれぞれ独自に活動している。
政治的な協議会はあるが、実務的な灌漑事業の協議会はない

民間業者
灌漑施設建設時の外注先であるが、成果品・工事内容に問題がある場合も多
いと指摘されている。本地域への交通アクセスが難しいため、業務を発注して
も他の地域に比べ敬遠されてしまっているという意見もある。

制度

社会規範

関連アク
ターの状
況

制度・社会
レベル

市の組織
構成・人的
資産

組織レベ
ル

財政

民間委託

知的資産
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農
民

個
人

村
落

水
利

委
員

会
農

業
生

産
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団
体

重
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強
化

市
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タ
カ

マ
ヤ

、
ク

ラ
ワ

ラ
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デ
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カ

ラ
ン

ガ
ス

）

他
8
市
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連

合
体
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an

c
o
m

u
n
id
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)

大
学

（
U

M
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A

、
U

A
C

、
U

T
O

）
県

N
G

O
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他

ド
ナ

ー
民

間
コ

ン
サ

ル
（
灌

漑
施

設
設

計
)

中
央

省
庁

（
灌

漑
次

官
室

、
農

牧
省

、
国

家
灌

漑
サ

ー
ビ

ス
局

)

個
人

レ
ベ

ル
△

水
管

理
の

基
礎

知
識

、
モ

ラ
ル

、
責

任
感

△
伝

統
的

な
灌

漑
技

術
に

関
す

る
知

識

-
-

他
8
市

に
同

じ
△

灌
漑

施
設

設
計

の
理

論
的

知
識

△
灌

漑
施

設
設

計
の

実
践

的
知

識
△

灌
漑

施
設

維
持

管
理

の
知

識

-
-

○
灌

漑
施

設
設

計
の

知
識

○
灌

漑
施

設
外

部
発

注
の

知
識

○
灌

漑
施

設
維

持
管

理
の

知
識

○
営

農
指

導
能

力
(S

E
D

A
G

)

-

△
灌

漑
施

設
設

計
の

知
識

（
技

術
的

に
不

適
切

な
設

計
）

-

組
織

レ
ベ

ル

-

△
灌

漑
設

備
△

小
規

模
灌

漑
設

備
の

維
持

管
理

（
知

識
・
実

施
）

△
組

織
運

営
規

則
（

料
金

徴
収

体
制

、
通

水
時

間
等

）
△

営
農

の
知

識
△

生
活

指
導

の
知

識
△

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ

○
営

農
の

知
識

△
流

通
の

知
識

（
地

域
の

生
産

量
把

握
、

品
質

管
理

、
流

通
経

路
、

販
売

先
）

他
8
市

に
同

じ
×

小
規

模
灌

漑
施

設
建

設
（
自

前
）
の

事
業

管
理

(g
es

ti
o
n
)能

力
△

小
規

模
灌

漑
施

設
外

部
発

注
の

知
識

×
水

利
組

合
組

織
化

能
力

×
営

農
指

導
能

力
（
生

活
改

善
の

指
導

を
含

む
)

×
流

通
の

た
め

の
指

導
能

力

(要
調

査
)

○
灌

漑
施

設
設

計
の

知
識

○
灌

漑
施

設
維

持
管

理
の

知
識

○
営

農
指

導
の

た
め

の
知

識

○
大

規
模

灌
漑

施
設

の
設

計
能

力
△

大
規

模
灌

漑
施

設
の

事
業

管
理

(g
es

ti
o
n
)能

力

△
営

農
の

知
識

△
流

通
の

知
識

-
-

制
度

・
社

会
レ

ベ
ル

-
-

-

？
県

に
よ

る
重

点
的

な
政

策
の

有
無

△
灌

漑
農

業
に

関
す

る
政

策

-
-

△
灌

漑
農

業
に

関
す

る
政

策

-
-

○
灌

漑
施

設
に

関
す

る
法

規
・
政

令
策

定
能

力
○

灌
漑

施
設

建
設

建
設

の
県

・
市

の
役

割
分

担
に

つ
い

て
の

法
律

△
灌

漑
施

設
建

設
の

た
め

の
予

算

○
：
十

分
備

え
て

い
る

△
：
一

部
備

え
て

い
る

×
：
不

十
分

で
あ

る

重
点

作
物

-
生

産
連

鎖
面

で
の

優
先

作
物

:白
タ

マ
ネ

ギ
、

ジ
ャ

ガ
イ

モ
、

ソ
ラ

マ
メ

、
ニ

ン
ジ

ン
等

か
ら

検
討

-
主

要
な

家
畜

：
リ
ャ

マ
・
ア

ル
パ

カ
、

ウ
シ

、
ヒ

ツ
ジ

-
生

活
改

善
面

で
の

推
奨

作
物

：
要

検
討

注
：

小
規

模
灌

漑
施

設
：
灌

漑
面

積
が

1
0
0
h
a未

満
の

も
の

。
大

規
模

灌
漑

施
設

：
灌

漑
面

積
が

1
0
0
h
a以

上
の

も
の

。
基

本
的

に
は

小
規

模
灌

漑
施

設
に

つ
い

て
は

市
が

、
大

規
模

灌
漑

施
設

に
つ

い
て

は
県

が
実

施
の

責
任

主
体

と
な

る
。

複
数

の
市

に
ま

た
が

る
灌

漑
施

設
、

複
数

の
小

規
模

灌
漑

施
設

の
集

合
体

等
に

つ
い

て
は

県
が

責
任

主
体

と
な

る
。

？
、

-
：
不

明
、

要
調

査

 
付

属
資

料
８
-
２

 
関

係
者

の
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
ー

・
ア

セ
ス

メ
ン

ト
表
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プロジェクト対象地域におけるパイロット工事に係る市の選定 

 

市の選定基準 

パラメーター 内容 ％ 

2 名の技師の雇用（農業と土木） 40 RD の内容の達成度 

年間計画における予算措置 30 

活動条件 小規模灌漑設置予定地までの道 25 

プロジェクトへの支援体制 プロジェクト事務所などの支援、予算 5 

合計 100 

 

各市の達成状況 

RD 条件 

技師の雇用 POA(Bs) アクセス 

 

支援体制 

 

市 

 

工事 

人数 ％ 額 ％ 道 ％  ％ 

小合計 

(100%) 

パタカマヤ Kotana 2 40 誓約書 20 良 25 ある 5 90 

カラコト Pozo 2 40 0 0 普通 10   50 

クラワラ Pozo 2 40 20,000 30 良 25 ある 5 100 

トゥルコ Pozo 2 40 0 0 良 25   65 

チャカリージ

ャ 

Atajados 1 20 0 0 悪 5   25 

サンペドロデ

クラワラ 

Atajados 2 40 0 0 普通 15   55 

ウマラ Atajados 2 40 誓約書 20 良 25   85 

トトラ Atajados 2 40 10,000 30 良 25   95 

チャラニャ Canal 1 20 0 0 普通 10   30 

サンペドロデ

カジャパ 

Canal 1 20 20,000 30 普通 10   60 

 

以上から、パイロット工事の市は以下のように選定された。 

県 市 工事 

パタカマヤ Ktana ラパス 

ウマラ Atajado 

クラワラ Pozos オルロ 

トトラ Atajado 

 

付属資料９-１ クライテリアによる重点 4 市の選定（和文） 
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合
同

調
整

委
員

会

運
営

委
員

会

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム

２
県

の
技

師
（
生

産
開

発
局

、
灌

漑
課

、
県

灌
漑

サ
ー

ビ
ス

局
等

か
ら

各
県

４
名

）
1
0
市

の
技

師
（
土

木
１

、
農

牧
１

）
日

本
人

専
門

家
、

J
IC

A
契

約
コ

ン
サ

ル
他

議
長

：
ラ

パ
ス

県
・
オ

ル
ロ

県
知

事
メ

ン
バ

ー
:灌

漑
次

官
、

農
村

開
発

次
官

２
県

の
生

産
開

発
局

長
１

０
市

の
市

長
、

３
大

学
の

学
長

JI
C
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代

表
者

、
日
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家
、
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２
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開
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バ
ー

:灌
漑
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０
市

の
代

表
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師
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大
学
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表
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家

JI
C

A
契

約
コ

ン
サ
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他
６

市

重
点

４
市

パ
タ

カ
マ

ヤ
市

他
１

市
C

・
カ

ラ
ン
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ス
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プ
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ェ
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ト

運
営

体
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既
存

施
設

・
パ

イ
ロ
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ト

施
設

周
辺

住
民
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県
・市

に
よ

る
農

民
へ

の
支

援

農
業

生
産

力
強

化
に

よ
る

生
計

向
上

ア
ク

タ
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ア
ク

タ
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諸
課

題
と

ボ
ト

ル
ネ

ッ
ク

諸
課

題
と

ボ
ト

ル
ネ

ッ
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中
央

政
府

水
資

源
省

灌
漑

次
官

室
農

牧
省

農
村

開
発

次
官

室
国

家
灌

漑
サ

ー
ビ

ス
局

中
央

政
府

水
資

源
省

灌
漑

次
官

室
農

牧
省

農
村

開
発

次
官

室
国

家
灌

漑
サ

ー
ビ

ス
局

1
0
市

う
ち

４
市

が
重

点
市

1
0
市

う
ち

４
市

が
重

点
市

ラ
パ

ス
県

、
オ

ル
ロ

県
生

産
開

発
局

灌
漑

課
/県

灌
漑

サ
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ビ
ス

局

ラ
パ

ス
県

、
オ

ル
ロ

県
生

産
開

発
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灌
漑

課
/県

灌
漑

サ
ー

ビ
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局

水
利

組
合

水
利

組
合

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
プ
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ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

1
0
市

の
５

テ
ー

マ
に

お
け

る
能

力
向

上
に

対
す

る
、

技
術

支
援

県
レ

ベ
ル

関
係

者
委

員
会

の
組

織

県
で

の
活

動
内

容
に

関
す

る
技

術
的

助
言

必
要

に
応

じ
他

の
県

へ
の

普
及

<
社

会
面

>
人

口
が

少
な

い
た

め
村

の
歳

入
が

低
い

経
験

が
次

世
代

へ
継

承
さ

れ
な

い
<
技

術
者

>
資

金
情

報
を

正
確

に
把

握
し

て
い

な
い

法
律

・
基

準
を

正
確

に
理

解
し

て
い

な
い

灌
漑

水
の

効
率

的
利

用
の

知
識

不
足

適
切

な
水

源
選

定
が

で
き

な
い

工
事

費
を

計
算

で
き

な
い

工
程

表
が

作
成

で
き

な
い

灌
漑

水
利

用
の

農
牧

業
の

知
識

不
足

<市
行

政
機

能
>

事
務

手
続

き
が

不
統

一
具

体
的

な
整

備
計

画
が

な
い

市
の

持
つ

技
術

的
・行

政
機

能
的

課
題

を
正

確
に

把
握

し
て

い
な

い
市

の
課

題
に

対
し

、
技

術
支

援
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行
え

て
い

な
い

多
様

な
関

係
者

を
調

整
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法
律
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す
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内
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が
普
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さ
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な

い
県
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十
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が
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技
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灌
漑
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①
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④
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⑤
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画
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ボ
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ボ
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、
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地
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ク
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６
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。

131



  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

 S
EN

A
R

I 10
 J

IC
A

 S
ED

E
R

I 
 1

0

10

132



Ve
r. 

24
 O

ct
ub

re
 2

00
7

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

名
 高

地
高

原
中

部
地

域
開

発
計

画
　

（
Su

m
a 

U
m

aプ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
通

称
）
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

期
間

20
08

年
1月

～
20

10
年

12
月

実
施

機
関

裨
益

者

場
所

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

概
要

指
標

デ
ー

タ
外

部
条

件

上
位

目
標

特
定

の
産

物
に

つ
い

て
、

対
象

地
域

で
の

生
産

性
が

向
上

す
る

。

同
県

内
の

他
の

地
域

に
同

様
の

活
動

が
普

及
さ

れ
る

。

地
域

で
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生
産

量
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把
握

さ
れ

、
向

上
が

見
ら

れ
る

。
（
灌

漑
に

よ
る

新
規

作
物

面
積

の
増

加
、

飼
育

頭
数

の
増

加
)

他
の

地
域

に
対

す
る

県
の

活
動

が
開

始
さ

れ
て

い
る

。

灌
漑

施
設

が
あ

る
地

域
の

生
産

量
調

査
(市

か
県

で
定

期
的

に
行

う
よ

う
定

着
さ

せ
る

)

2 県
庁

の
県

の
年

間
活

動
計

画
(P

O
A)

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

灌
漑

農
業

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
10

市
内

に
お

い
て

実
施

さ
れ

る
10

市
で

の
灌

漑
面

積
の

増
加

重
点

４
市

で
の

灌
漑

を
利

用
す

る
農

家
個

数
（
人

数
）
の

増
加

１
０

市
の

灌
漑

施
設

の
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

・
ラ

パ
ス

県
庁

、
オ

ル
ロ

県
庁

・
1
0
市

：
パ

タ
カ

マ
ヤ

、
ウ

マ
ラ

、
サ

ン
ペ

ド
ロ

デ
ク

ラ
ワ

ラ
、

チ
ャ

カ
リ

ー
ジ

ャ
、

サ
ン

チ
ャ

ゴ
デ

カ
ヤ

パ
、

チ
ャ

ラ
ニ

ャ
、

カ
ラ

コ
ト

、
ク

ラ
ワ

ラ
デ

カ
ラ

ン
ガ

ス
、

ト
ト

ラ
、

ト
ゥ

ル
コ

・
灌

漑
次

官
室

・
農

村
開

発
・
農

牧
次

官
室

直
接

: 県
庁

と
10

市
の

技
師

, 約
40

人

間
接

: 対
象

地
域

住
民

、
約

 7
万

4千
人

市
町

村
：
パ

タ
カ

マ
ヤ

、
ウ

マ
ラ

、
サ

ン
ペ

ド
ロ

デ
ク

ラ
ワ

ラ
、

チ
ャ

カ
リ

ー
ジ

ャ
、

サ
ン

チ
ャ

ゴ
デ

カ
ヤ

パ
、

チ
ャ

ラ
ニ

ャ
、

カ
ラ

コ
ト

、
ク

ラ
ワ

ラ
デ

カ
ラ

ン
ガ

ス
、

ト
ト

ラ
、

ト
ゥ

ル
コ

 
付

属
資

料
１

１
 
Ｐ

Ｄ
Ｍ

（
和

文
）
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プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

概
要

指
標

デ
ー

タ
外

部
条

件

成
果

【
1　

小
規

模
灌

漑
に

関
す

る
技

術
向

上
】

県
と

市
の

技
術

者
が

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

り
得

た
知

識
と

技
術

を
活

用
し

、
新

し
い

小
規

模
灌

漑
施

設
建

設
事

業
を

自
ら

監
督

で
き

る
よ

う
に

な
る

。

地
域

の
４

つ
の

灌
漑

工
種

の
模

式
図

と
基

礎
積

算
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

作
成

さ
れ

て
い

る

重
点

４
市

で
パ

イ
ロ

ッ
ト

工
事

が
実

施
さ

れ
て

い
る

4つ
の

基
礎

工
事

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
図

面
と

積
算

）

パ
イ

ロ
ッ

ト
工

事
サ

イ
ト

へ
の

訪
問

【
2　

小
規

模
灌

漑
施

設
建

設
事

業
管

理
に

関
す

る
知

識
向

上
】

新
し

い
灌

漑
施

設
建

設
の

た
め

の
企

画
・
提

案
・
資

金
調

達
・
実

施
が

で
き

る
。

資
金

調
達

・
運

営
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
作

成
さ

れ
て

い
る

市
町

村
技

師
が

灌
漑

と
土

壌
の

政
策

・
計

画
・
規

則
・
技

術
を

知
っ

て
い

る

市
町

村
が

ID
H

（
水

素
炭

化
税

）
予

算
調

達
の

た
め

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

作
成

・
提

出
す

る
、

も
し

く
は

他
の

機
関

に
対

し
て

要
請

す
る

マ
ニ

ュ
ア

ル

市
町

村
技

術
者

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト

ID
H

の
予

算
計

画
他

機
関

へ
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

請

小
規

模
市

へ
の

政
府

と
県

か
ら

の
予

算
措

置
が

あ
る

市
が

炭
化

水
素

税
(ID

H
)活

用
の

際
、

灌
漑

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
優

先
す

る

【
3　

水
利

組
合

の
組

織
化

】
パ

イ
ロ

ッ
ト

施
設

利
用

の
た

め
の

水
利

組
合

が
組

織
さ

れ
、

水
利

用
の

管
理

・
施

設
の

維
持

管
理

の
体

制
が

整
う

。
料

金
徴

収
シ

ス
テ

ム
の

規
約

、
設

立
規

約
、

組
織

図
、

管
理

組
合

の
数

が
定

着
し

て
い

る

す
べ

て
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
工

事
に

お
い

て
施

設
の

維
持

管
理

が
行

わ
れ

て
い

る

管
理

組
合

リ
ス

ト
、

組
織

図
、

設
立

規
約

、
料

金
徴

収
法

、
内

部
規

約

施
設

訪
問

【
4　

営
農

(畜
産

)指
導

/
流

通
】

市
が

集
落

住
民

に
対

し
技

術
指

導
を

行
う

体
制

が
整

う
。

（
既

存
灌

漑
施

設
に

お
い

て
実

施
 ）

特
定

作
物

: 人
参

、
白

タ
マ

ネ
ギ

、
ア

ル
フ

ァ
、

牧
草

（
導

入
種

）
、

原
生

の
牧

草
畜

産
に

関
す

る
研

修
: ラ

ク
ダ

科
、

牛
、

羊

 生
産

者
が

技
術

を
習

得
す

る
: 少

な
く
と

も
指

導
を

受
け

た
人

の
３

分
の

２

地
域

の
特

定
の

産
物

の
生

産
量

デ
ー

タ
が

あ
る

営
農

(畜
産

)指
導

に
関

す
る

研
修

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

あ
る

流
通

に
関

す
る

特
定

の
テ

ー
マ

の
研

修
計

画
が

作
成

さ
れ

て
い

る

生
産

者
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

生
産

量
の

デ
ー

タ
報

告
書

農
牧

業
研

修
マ

ニ
ュ

ア
ル

研
修

計
画
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【
5　

県
・
市

で
の

活
動

の
定

着
】

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
が

県
と

市
レ

ベ
ル

で
定

着
す

る
た

め
の

体
制

が
整

備
さ

れ
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

が
県

計
画

、
市

計
画

、
年

間
計

画
PO

A
に

明
記

さ
れ

て
い

る

地
域

（
各

県
で

１
つ

）
の

協
議

会
が

適
切

に
機

能
し

て
い

る

県
開

発
計

画
、

市
開

発
計

画
、

年
間

計
画

規
約

議
事

録

活
動

前
提

条
件

1.
1

10
市

を
訪

問
し

、
工

事
地

点
の

予
備

調
査

・
市

の
職

場
環

境
調

査
を

行
う

。
ボ

リ
ビ

ア
側

日
本

側

1.
2

セ
ミ

ナ
ー

を
通

じ
、

1
0
市

職
員

の
技

術
レ

ベ
ル

を
特

定
し

、
事

業
実

施
前

の
技

術
能

力
を

確
認

す
る

。
合

わ
せ

て
事

業
目

的
と

目
標

を
説

明
し

、
事

業
参

加
形

態
を

徹
底

さ
せ

る
。

（
パ

タ
カ

マ
ヤ

と
ク

ラ
ワ

ラ
デ

カ
ラ

ン
ガ

ス
に

お
い

て
計

2回
）

中
央

政
府

 (国
家

灌
漑

サ
ー

ビ
ス

　
S

E
N

A
R

I):
 担

当
　

1名
県

庁
: 技

師
ら

 (旅
費

な
ど

)
土

木
技

師
2人

、
農

牧
技

師
2人

総
務

2人
基

礎
衛

生
局

担
当

会
議

ス
ペ

ー
ス

パ
イ

ロ
ッ

ト
工

事
を

含
む

予
算

 (ラ
パ

ス
県

庁
 9

9,
28

9ド
ル

、
オ

ル
ロ

県
庁

 8
0,

00
0ド

ル
)

運
転

手
1人

市
町

村
: 技

師
 (旅

費
な

ど
)

技
師

2人
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

 (パ
タ

カ
マ

ヤ
、

ク
ラ

ワ
ラ

デ
カ

ラ
ン

ガ
ス

)
大

学
: 計

族
検

討
中

集
落

: 現
地

資
材

、
労

働
力

１
．

専
門

家
・
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

1)
 ア

ド
バ

イ
ザ

ー
(日

本
人

専
門

家
)

2)
 現

地
リ

ー
ダ

ー
3)

 土
木

分
野

担
当

 2
名

4)
 農

業
分

野
担

当
5)

 農
業

分
野

補
佐

(畜
産

)
6)

 農
業

分
野

補
佐

(野
菜

)
7)

 調
整

員
(評

価
・ジ

ェ
ン

ダ
ー

分
析

)
8)

 総
務

9)
 秘

書
　

2名

2.
 研

修
3.

 機
材

及
び

現
地

業
務

費

市
の

役
職

者
が

頻
繁

に
交

代
し

な
い

市
レ

ベ
ル

で
活

動
の

安
定

性
が

あ
る

1.
3

既
存

灌
漑

施
設

の
技

術
課

題
の

特
定

、
重

点
４

市
の

既
存

灌
漑

施
設

を
利

用
し

た
灌

漑
農

業
の

指
導

作
物

の
決

定
及

び
指

導
方

法
の

決
定

の
た

め
に

、
10

市
の

既
存

の
灌

漑
施

設
と

耕
作

面
積

の
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
ー

を
作

成
す

る

1.
4

４
つ

の
灌

漑
工

種
 (堰

き
止

め
、

た
め

池
、

分
水

、
井

戸
）
の

模
式

設
計

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
を

研
修

し
O

J
T
を

行
う

。
（
模

式
設

計
は

既
存

の
設

計
を

使
う

）

1.
5

４
つ

の
灌

漑
工

種
の

模
式

設
計

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
６

市
の

土
木

技
師

に
対

し
研

修
成

果
を

報
告

す
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

行
う

投
入
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1.
6

４
つ

の
灌

漑
工

種
の

積
算

方
法

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
へ

研
修

と
O

J
T
を

行
い

、
積

算
・
発

注
・
入

札
作

業
を

行
う

。

1.
7

４
つ

の
灌

漑
工

種
の

積
算

方
法

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
６

市
の

土
木

技
師

に
対

し
研

修
成

果
を

報
告

す
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

行
う

。
特

に
井

戸
工

事
を

選
定

し
た

市
の

土
木

職
員

に
地

下
水

を
利

用
す

る
上

で
の

設
計

・
積

算
の

留
意

点
を

説
明

書
に

ま
と

め
る

。

1.
8

井
戸

掘
削

に
関

し
県

基
礎

衛
生

局
と

定
期

的
な

打
合

せ
を

行
い

、
井

戸
掘

削
の

可
能

性
を

検
討

す
る

項
目

を
習

得
す

る

1.
9

県
基

礎
衛

生
局

が
物

理
探

査
と

井
戸

掘
削

を
実

施
し

、
配

水
施

設
の

設
計

に
つ

い
て

市
の

技
師

へ
研

修
を

行
う

1.
10

建
設

業
者

に
よ

る
重

点
４

市
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
工

事
を

監
督

す
る

。

1.
11

小
規

模
灌

漑
工

事
の

設
計

・
監

督
・
監

査
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
し

定
着

さ
せ

る

2.
1

重
点

４
市

の
事

業
管

理
プ

ロ
セ

ス
の

問
題

点
を

セ
ミ

ナ
ー

で
共

有
す

る
(1

.2
と

同
時

に
実

施
)

2.
2

重
点

４
市

の
灌

漑
施

設
建

設
の

た
め

の
、

地
元

説
明

、
水

利
権

確
認

、
住

民
の

合
意

形
成

、
資

金
先

の
検

討
、

工
事

申
請

手
続

き
、

実
施

後
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

評
価

の
説

明
を

含
ん

だ
事

業
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
す

る

2.
3

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
6
市

の
技

師
に

対
し

、
研

修
成

果
を

報
告

し
、

具
体

的
な

例
を

含
め

た
事

業
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
提

示
す

る

2.
4

県
灌

漑
サ

ー
ビ

ス
局

（
S

E
D

E
R

I)と
の

調
整

の
元

、
県

庁
が

1
0
市

の
土

木
技

師
に

対
し

て
政

策
、

計
画

、
法

令
２

８
７

８
号

の
よ

う
な

灌
漑

・
土

壌
技

術
に

関
す

る
法

律
、

水
利

権
、

住
民

合
意

形
成

に
関

す
る

研
修

を
行

う
。

こ
の

結
果

を
事

業
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
盛

り
込

む
。

2.
5

企
画

省
(V

IP
F
E
)が

扱
う

資
金

な
ど

可
能

な
資

金
源

に
対

し
て

、
市

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

の
次

期
工

事
の

申
請

手
続

き
を

実
施

す
る

。

2.
6

可
能

な
資

金
源

に
対

す
る

申
請

の
採

択
状

況
を

確
認

し
、

採
択

促
進

を
行

う
。

3.
1

地
域

の
水

利
慣

習
を

調
査

し
、

内
容

や
問

題
点

を
関

係
者

に
共

有
す

る
。
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3.
2

県
庁

の
技

師
が

重
点

４
市

の
技

師
に

対
し

、
水

利
組

合
設

立
に

必
要

な
手

続
き

の
説

明
書

（
組

合
設

立
規

約
、

水
利

組
合

の
組

織
化

、
維

持
管

理
を

含
む

）
を

作
成

し
、

運
営

す
る

3.
3

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
６

市
の

土
木

技
師

に
対

し
研

修
成

果
を

報
告

す
る

3.
4

施
設

の
持

続
的

管
理

の
た

め
、

重
点

４
市

の
技

師
が

水
利

組
合

に
同

行
し

、
規

則
・
規

約
が

守
ら

れ
て

い
る

か
ど

う
か

を
確

認
す

る
。

4.
1

地
域

の
生

産
量

を
把

握
す

る
( 人

参
、

そ
ら

ま
め

、
白

タ
マ

ネ
ギ

、
ア

ル
フ

ァ
ル

フ
ァ

、
牧

草
（
導

入
種

）
、

原
生

の
牧

草
)

4.
2

在
地

知
識

に
留

意
し

な
が

ら
優

先
農

産
物

に
関

し
灌

漑
水

を
利

用
し

た
栽

培
試

験
を

行
い

、
作

物
品

種
の

適
応

性
を

確
認

し
た

上
で

水
利

用
技

術
に

関
す

る
土

壌
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
播

種
、

水
管

理
、

土
壌

保
全

な
ど

）
を

作
成

す
る

4.
3

在
地

知
識

に
留

意
し

な
が

ら
灌

漑
農

業
の

栽
培

技
術

マ
ニ

ュ
ア

ル
(病

害
虫

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

、
収

穫
・
収

穫
後

技
術

)を
作

成
す

る
。

4.
4

水
利

用
と

農
牧

業
と

に
関

し
て

作
成

さ
れ

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
使

い
な

が
ら

、
重

点
４

市
の

技
師

が
集

落
農

家
に

実
地

指
導

を
行

い
、

市
の

農
牧

技
師

に
対

し
て

O
J
T
を

行
う

4.
5

県
庁

農
牧

技
師

、
重

点
4
市

農
牧

技
師

、
生

産
者

と
の

年
間

調
整

会
議

を
通

じ
、

導
入

し
た

技
術

の
他

6
市

へ
の

研
修

成
果

の
報

告
を

行
う

4.
6

重
点

４
市

の
以

下
の

品
目

に
関

す
る

販
売

量
と

販
売

先
の

調
査

を
す

る
：

白
タ

マ
ネ

ギ
、

そ
ら

ま
め

、
人

参
、

牧
草

4.
7

販
売

作
物

、
研

修
対

象
と

な
る

生
産

者
(リ

ー
ダ

ー
)、

研
修

項
目

を
特

定
し

、
流

通
に

関
す

る
研

修
計

画
を

作
成

す
る

4.
8

10
市

の
生

産
者

団
体

、
N

G
O

な
ど

の
情

報
を

整
理

し
、

販
売

重
点

商
品

の
情

報
を

整
理

す
る

5.
1

年
評

価
会

議
と

年
間

活
動

計
画

(P
O

A
）
作

成
を

行
い

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

間
で

共
有

す
る

。
(※

こ
の

関
係

者
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
合

同
調

整
委

員
会

の
メ

ン
バ

ー
で

あ
る

し
、

協
議

会
の

メ
ン

バ
ー

と
な

る
こ

と
が

想
定

さ
れ

る
）

5.
2

県
庁

と
市

の
予

算
措

置
に

お
い

て
次

年
度

の
重

点
工

事
等

に
必

要
な

調
整

を
行

う
。

5.
3

関
係

機
関

と
灌

漑
工

事
に

関
す

る
調

整
を

行
う

地
域

の
協

議
会

(c
o
m

is
io

n
)を

定
着

さ
せ

る

5.
4

灌
漑

工
事

の
完

成
度

と
問

題
点

を
1
0
市

の
技

師
で

共
有

す
る
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日
本

人
専

門
家

比
率

土
木

技
師

比
率

農
牧

技
師

比
率

1.
1

10
市

を
訪

問
し

、
工

事
地

点
の

予
備

調
査

・
市

の
職

場
環

境
調

査
を

行
う

。
工

事
地

点
の

建
設

可
能

性
の

把
握

50
デ

ー
タ

収
集

25
デ

ー
タ

収
集

25

1.
2

セ
ミ

ナ
ー

を
通

じ
、

1
0
市

職
員

の
技

術
レ

ベ
ル

を
特

定
し

、
事

業
実

施
前

の
技

術
能

力
を

確
認

す
る

。
合

わ
せ

て
事

業
目

的
と

目
標

を
説

明
し

、
事

業
参

加
形

態
を

徹
底

さ
せ

る
。

（
パ

タ
カ

マ
ヤ

と
ク

ラ
ワ

ラ
デ

カ
ラ

ン
ガ

ス
に

お
い

て
計

2回
）

技
術

向
上

目
標

の
設

定
10

ア
ン

ケ
ー

ト
・
聞

き
取

り
・

説
明

会
運

営
45

ア
ン

ケ
ー

ト
・
聞

き
取

り
・
説

明
会

運
営

45

1.
3

既
存

灌
漑

施
設

の
技

術
課

題
の

特
定

、
重

点
４

市
の

既
存

灌
漑

施
設

を
利

用
し

た
灌

漑
農

業
の

指
導

作
物

の
決

定
及

び
指

導
方

法
の

決
定

の
た

め
に

、
10

市
の

既
存

の
灌

漑
施

設
と

耕
作

面
積

の
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
を

作
成

す
る

技
術

課
題

の
特

定
10

デ
ー

タ
収

集
及

び
既

存
施

設
概

要
作

成
30

か
ん

が
い

農
業

作
物

の
決

定
と

指
導

方
法

の
計

画
策

定
60

1.
4

４
つ

の
灌

漑
工

種
 (堰

き
止

め
、

た
め

池
、

分
水

、
井

戸
）
の

模
式

設
計

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
を

研
修

し
O

J
T
を

行
う

。
（
模

式
設

計
は

既
存

の
設

計
を

使
う

）
既

存
設

計
書

か
ら

４
工

種
の

建
設

に
最

低
限

必
要

な
習

得
項

目
に

つ
い

て
決

定
す

る
。

20

選
定

さ
れ

た
項

目
に

つ
い

て
既

存
設

計
書

を
市

職
員

に
対

し
て

内
容

を
理

解
さ

せ
る

。
同

時
に

既
存

設
計

書
の

内
容

に
つ

い
て

説
明

書
を

作
成

す
る

。

60

か
ん

が
い

農
業

作
物

に
つ

い
て

の
留

意
点

を
説

明
書

に
記

載
し

、
市

職
員

に
指

導
す

る
。

20

1.
5

４
つ

の
灌

漑
工

種
の

模
式

設
計

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
６

市
の

土
木

技
師

に
対

し
研

修
成

果
を

報
告

す
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

行
う

な
し

0
報

告
会

を
実

施
す

る
。

他
の

６
市

職
員

に
対

し
て

指
導

す
る

。
70

報
告

会
を

実
施

す
る

。
他

の
６

市
職

員
に

対
し

て
か

ん
が

い
水

を
使

用
し

た
栽

培
法

を
指

導
す

る
。

30

1.
6

４
つ

の
灌

漑
工

種
の

積
算

方
法

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
へ

研
修

と
O

J
T
を

行
い

、
発

注
作

業
を

行
う

。
積

算
項

目
の

確
認

20

ボ
リ

ビ
ア

積
算

基
準

を
具

体
的

工
種

に
適

用
し

た
、

積
算

実
例

と
説

明
書

を
作

成
す

る
。

80

1.
7

４
つ

の
灌

漑
工

種
の

積
算

方
法

に
つ

い
て

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
６

市
の

土
木

技
師

に
対

し
研

修
成

果
を

報
告

す
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
を

行
う

。
特

に
井

戸
工

事
を

選
定

し
た

市
の

土
木

職
員

に
地

下
水

を
利

用
す

る
上

で
の

設
計

・
積

算
の

留
意

点
を

説
明

書
に

ま
と

め
る

。

地
下

水
賦

存
量

の
概

定
手

法
を

確
認

す
る

20

井
戸

工
事

設
計

・
施

工
・

積
算

に
つ

い
て

、
県

庁
内

地
下

水
掘

削
担

当
と

説
明

書
を

作
成

す
る

80

1.
8

井
戸

掘
削

に
関

し
県

基
礎

衛
生

局
と

定
期

的
な

打
合

せ
を

行
い

、
井

戸
掘

削
の

可
能

性
を

検
討

す
る

項
目

を
習

得
す

る
か

ん
が

い
水

を
地

下
水

に
求

め
る

場
合

の
留

意
点

を
確

認
す

る
10

定
期

会
合

を
開

催
し

、
井

戸
に

関
す

る
技

術
を

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

追
加

す
る

。
90

1.
9

県
基

礎
衛

生
局

が
物

理
探

査
と

井
戸

掘
削

を
実

施
し

、
配

水
施

設
の

設
計

に
つ

い
て

市
の

技
師

へ
研

修
を

行
う

研
修

を
共

同
し

て
実

施
す

る
。

習
得

し
た

知
識

を
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
ま

と
め

る
。

10
0

活
動

【
1　

小
規

模
灌

漑
に

関
す

る
技

術
向

上
】

20
07

年
10

月
26

日
版

1年
2
年

3
年

 
付

属
資

料
１

２
 
 
活

動
計

画
書

（
P
O
）

及
び

日
本

人
専

門
家

と
ボ

リ
ビ

ア
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
業

務
分

担
表

138



日
本

人
専

門
家

比
率

土
木

技
師

比
率

農
牧

技
師

比
率

活
動

1年
2
年

3
年

1.
10

建
設

業
者

に
よ

る
重

点
４

市
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
工

事
を

監
督

す
る

。
入

札
図

書
を

総
合

的
に

監
修

す
る

。
10

上
記

活
動

の
O

J
T
手

法
に

よ
り

建
設

工
事

を
完

成
さ

せ
る

。
90

1.
11

小
規

模
灌

漑
工

事
の

設
計

・
監

督
・
監

査
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
し

定
着

さ
せ

る
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
定

着
性

に
つ

い
て

の
方

策
の

提
案

を
行

な
う

。
20

上
記

活
動

に
よ

り
各

分
野

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

取
り

ま
と

め
る

。
80

2.
1

重
点

４
市

の
事

業
管

理
プ

ロ
セ

ス
の

問
題

点
を

セ
ミ

ナ
ー

で
共

有
す

る
(1

.2
と

同
時

に
実

施
)

な
し

0

問
題

点
の

軽
重

を
図

り
、

不
足

し
て

い
る

知
識

、
重

点
項

目
を

決
定

、
問

題
点

の
整

理
と

解
決

方
法

の
検

討

10
0

2.
2

重
点

４
市

の
灌

漑
施

設
建

設
の

た
め

の
、

地
元

説
明

、
水

利
権

確
認

、
住

民
の

合
意

形
成

、
資

金
先

の
検

討
、

工
事

申
請

手
続

き
、

実
施

後
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

評
価

の
説

明
を

含
ん

だ
事

業
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
す

る
な

し
0

重
点

４
市

が
今

後
行

な
う

工
事

規
模

に
合

致
し

た
留

意
点

の
特

定
、

市
の

土
木

職
員

と
共

に
説

明
書

の
作

成
及

び
O

J
T

10
0

2.
3

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
6
市

の
技

師
に

対
し

、
研

修
成

果
を

報
告

し
、

具
体

的
な

例
を

含
め

た
事

業
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
提

示
す

る
な

し
0

報
告

会
を

実
施

す
る

。
他

の
６

市
職

員
に

対
し

て
指

導
す

る
。

10
0

2.
4

県
灌

漑
サ

ー
ビ

ス
局

（
S

E
D

E
R

I)と
の

調
整

の
元

、
県

庁
が

1
0
市

の
土

木
技

師
に

対
し

て
政

策
、

計
画

、
法

令
２

８
７

８
号

の
よ

う
な

灌
漑

・
土

壌
技

術
に

関
す

る
法

律
、

水
利

権
、

住
民

合
意

形
成

に
関

す
る

研
修

を
行

う
。

こ
の

結
果

を
事

業
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
盛

り
込

む
。

な
し

0
研

修
会

を
実

施
す

る
。

研
修

内
容

を
説

明
書

に
組

み
込

む
10

0

2.
5

企
画

省
(V

IP
F
E
)が

扱
う

資
金

な
ど

可
能

な
資

金
源

に
対

し
て

、
市

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

の
次

期
工

事
の

申
請

手
続

き
を

実
施

す
る

。
な

し
0

説
明

書
を

参
考

に
市

職
員

が
申

請
書

を
作

成
す

る
こ

と
を

補
助

す
る

。
10

0

2.
6

可
能

な
資

金
源

に
対

す
る

申
請

の
採

択
状

況
を

確
認

し
、

採
択

促
進

を
行

う
。

な
し

0
説

明
書

の
内

容
を

補
足

し
て

作
成

す
る

。
10

0

3.
1

地
域

の
水

利
慣

習
を

調
査

し
、

内
容

や
問

題
点

を
関

係
者

に
共

有
す

る
。

問
題

点
の

軽
重

を
図

り
、

不
足

し
て

い
る

知
識

、
重

点
項

目
を

決
定

30
問

題
点

の
整

理
と

解
決

方
法

の
検

討
70

3.
2

県
庁

の
技

師
が

重
点

４
市

の
技

師
に

対
し

、
水

利
組

合
設

立
に

必
要

な
手

続
き

の
説

明
書

（
組

合
設

立
規

約
、

水
利

組
合

の
組

織
化

、
維

持
管

理
を

含
む

）
を

作
成

し
、

運
営

す
る

重
点

４
市

が
水

利
組

合
設

置
の

留
意

点
の

特
定

30
市

の
土

木
職

員
と

共
に

説
明

書
の

作
成

及
び

O
J
T

70

3.
3

重
点

４
市

の
土

木
技

師
が

他
６

市
の

土
木

技
師

に
対

し
研

修
成

果
を

報
告

す
る

な
し

0
報

告
会

を
実

施
す

る
。

他
の

６
市

職
員

に
対

し
て

指
導

す
る

。
10

0

3.
4

施
設

の
持

続
的

管
理

の
た

め
、

重
点

４
市

の
技

師
が

水
利

組
合

に
同

行
し

、
規

則
・
規

約
が

守
ら

れ
て

い
る

か
ど

う
か

を
確

認
す

る
。

な
し

0

市
職

員
と

も
に

組
合

作
り

を
実

際
に

行
な

う
。

そ
の

結
果

を
説

明
書

に
纏

め
る

。

10
0

【
2　

小
規

模
灌

漑
施

設
建

設
事

業
管

理
に

関
す

る
知

識
向

上
】

【
3　

水
利

組
合

の
組

織
化

】
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日
本

人
専

門
家

比
率

土
木

技
師

比
率

農
牧

技
師

比
率

活
動

1年
2
年

3
年

4.
1

地
域

の
生

産
量

を
把

握
す

る
( 人

参
、

そ
ら

ま
め

、
白

た
ま

ね
ぎ

、
ア

ル
フ

ァ
ル

フ
ァ

、
牧

草
（
導

入
種

）
、

原
生

の
牧

草
)

調
査

方
法

の
検

討
10

聞
き

取
り

及
び

面
積

か
ら

生
産

量
を

把
握

す
る

90

4.
2

在
地

知
識

に
留

意
し

な
が

ら
優

先
農

産
物

に
関

し
灌

漑
水

を
利

用
し

た
栽

培
試

験
を

行
い

、
作

物
品

種
の

適
応

性
を

確
認

し
た

上
で

水
利

用
技

術
に

関
す

る
土

壌
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
播

種
、

水
管

理
、

土
壌

保
全

な
ど

）
を

作
成

す
る

水
管

理
手

法
を

決
定

す
る

。
30

栽
培

試
験

を
大

学
等

と
連

携
し

て
行

な
う

。
70

4.
3

在
地

知
識

に
留

意
し

な
が

ら
灌

漑
農

業
の

栽
培

技
術

マ
ニ

ュ
ア

ル
(病

害
虫

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

、
収

穫
・
収

穫
後

技
術

)を
作

成
す

る
。

規
模

に
合

致
し

た
水

管
理

手
法

を
決

定
す

る
。

10
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
す

る
。

90

4.
4

水
利

用
と

農
牧

業
と

に
関

し
て

作
成

さ
れ

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
使

い
な

が
ら

、
重

点
４

市
の

技
師

が
集

落
農

家
に

実
地

指
導

を
行

い
、

市
の

農
牧

技
師

に
対

し
て

O
J
T
を

行
う

な
し

集
落

の
農

家
に

市
職

員
が

指
導

す
る

こ
と

を
補

佐
し

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
完

成
さ

せ
る

。

10
0

4.
5

県
庁

農
牧

技
師

、
重

点
4
市

農
牧

技
師

、
生

産
者

と
の

年
間

調
整

会
議

を
通

じ
、

導
入

し
た

技
術

の
他

6
市

へ
の

研
修

成
果

の
報

告
を

行
う

な
し

報
告

会
を

実
施

す
る

。
他

の
６

市
職

員
に

対
し

て
指

導
す

る
。

10
0

4.
6

重
点

４
市

の
以

下
の

品
目

に
関

す
る

販
売

量
と

販
売

先
の

調
査

を
す

る
：
白

た
ま

ね
ぎ

、
そ

ら
ま

め
、

人
参

、
牧

草
調

査
方

法
と

か
ん

が
い

作
物

の
特

性
を

検
討

す
る

。
10

市
職

員
と

共
同

し
て

実
施

す
る

。
90

4.
7

販
売

作
物

、
研

修
対

象
と

な
る

生
産

者
(リ

ー
ダ

ー
)、

研
修

項
目

を
特

定
し

、
流

通
に

関
す

る
研

修
計

画
を

作
成

す
る

か
ん

が
い

作
物

の
栽

培
か

ら
収

穫
ま

で
の

サ
イ

ク
ル

を
考

慮
し

て
作

物
を

決
定

す
る

10
市

職
員

と
共

同
し

て
実

施
す

る
。

90

4.
8

10
市

の
生

産
者

団
体

、
N

G
O

な
ど

の
情

報
を

整
理

し
、

販
売

重
点

商
品

の
情

報
を

整
理

す
る

研
修

項
目

の
確

認
検

討
を

行
な

う
。

10
市

職
員

と
共

同
し

て
実

施
す

る
。

90

5.
1

年
評

価
会

議
と

年
間

活
動

計
画

(P
O

A
）
作

成
を

行
い

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

間
で

共
有

す
る

。
(こ

の
関

係
者

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

合
同

調
整

委
員

会
の

メ
ン

バ
ー

で
あ

る
し

、
協

議
会

の
メ

ン
バ

ー
と

な
る

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

）

協
議

会
の

協
議

内
容

の
決

定
20

設
立

準
備

を
行

な
う

70
設

立
準

備
を

補
助

す
る

。
10

5.
2

県
庁

と
市

の
予

算
措

置
に

お
い

て
次

年
度

の
重

点
工

事
等

に
必

要
な

調
整

を
行

う
。

全
体

方
針

を
指

導
す

る
。

20
連

絡
・
調

整
を

行
な

う
50

連
絡

・
調

整
を

行
な

う
。

30

5.
3

関
係

機
関

と
灌

漑
工

事
に

関
す

る
調

整
を

行
う

地
域

の
協

議
会

(c
o
m

is
io

n
)を

定
着

さ
せ

る
な

し
連

絡
・
調

整
を

行
な

う
50

連
絡

・
調

整
を

行
な

う
。

50

5.
4

灌
漑

工
事

の
完

成
度

と
問

題
点

を
1
0
市

の
技

師
で

共
有

す
る

。
報

告
を

確
認

10
会

議
を

実
施

50
会

議
を

実
施

40

【
5　

県
・
市

で
の

活
動

の
定

着
】

【
4　

営
農

(畜
産

)指
導

/流
通

】
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日
本

人
専

門
家

比
率

土
木

技
師

比
率

農
牧

技
師

比
率

活
動

1年
2
年

3
年

6.
1

P
at

ac
am

ay
a

進
度

を
確

認
10

市
の

職
員

に
対

し
て

現
場

に
お

い
て

O
J
T
指

導
を

行
な

う
。

90

6.
2

C
ur

ah
ua

ra
 d

e 
C

ar
an

ga
s 

(P
oz

os
)

進
度

を
確

認
10

市
の

職
員

に
対

し
て

現
場

に
お

い
て

O
J
T
指

導
を

行
な

う
。

90

6.
3

O
tro

s 
M

un
ic

ip
io

s 
(L

a 
Pa

z)
進

度
を

確
認

10
市

の
職

員
に

対
し

て
現

場
に

お
い

て
O

J
T
指

導
を

行
な

う
。

90

6.
4

O
tro

s 
M

un
ic

ip
io

s 
(O

ru
ro

)
進

度
を

確
認

10
市

の
職

員
に

対
し

て
現

場
に

お
い

て
O

J
T
指

導
を

行
な

う
。

90

計
画

・
発

注
 施

工

6.
建

設
工

事
実

施
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高地高原プロジェクト短期専門家派遣 

 

１．専門家の専門性 

（1）チーフアドバイザー 1 名 大卒後 8-12 年程度 

 

２．業務予定期間 

（1）現地活動期間 第 1 回(長期専門家)：2008 年 1 月～2009 年 6 月 18 MM   

  第 2 回(短期専門家)：2010 年 9 月～2010 年 12 月 4 MM  

（2）要件 

・乾燥地での小規模灌漑施設（特にため池）の計画・設計・施工の経験があること。 

・設計・建設以外の行政事務（住民説明、水利権確認、維持管理等も含む）経験と知識があ

ることが望ましい。 

・スペイン語について十分知識とコミュニケーション能力があることが望ましい。 
 

派遣期間についての補足：日本人専門家の活動している時期として 10 ヶ所のパイロット工 

  事の設計・発注、事業確保のためのマニュアル作り及びプロジェクトが担当する 4 ヶ所のパ 

 イロット工事に関する入札図書の完成までと考えており、PO を元にすると 1.5 年になる。 

 

（注）第 1 回、第 2 回の派遣は基本的に別の専門家が派遣される。 
 

 

３．業務の目的 

ボリビア国（以下「ボ」国）の高地高原中部地域（ラパス県パタカマヤ市からオルロ県タンボ

ケマード）には、日本政府が円借款（最終的には債権放棄）で建設に協力した幹線道路があるが、

地区内の開発は非常に遅れている。高地高原地域は標高が 3,700-4,500m の山岳地域に広がる平原

で、当国の農村人口の約 4 割を占めているが、寒冷で厳しい気象条件と、降雨量の少なさ

(250-400mm)の上、雨季の集中降雨が地形的に貯水されず、土壌浸食が激しく土地生産性が低い

ため、住民の生活水準は貧困である（ラパス県・オルロ県の農村部貧困率は約 85%）。地域では、

過放牧と植生の過剰伐採による自然草地の劣化が急激に進んでおり、農牧生産勢が減少して貧困

の度合いがより深刻化しており、生活が維持できないことから都市や熱帯地域への人口流出が加

速化している。 

この状況を受け、ボリビア水資源省灌漑次官室、農牧省農村開発・農牧次官室、ラパス県、オ

ルロ県、地域の主要市と JICA は 2007 年 10 月に小規模灌漑施設の建設・事業管理に関する市の

技師のキャパシティ･ディベロップメントを目的とした標記の技術協力プロジェクトの実施協議

議事録(R/D)に署名した。本件専門家は本プロジェクトのチーフアドバイザーとして、ローカルコ

ンサルタントを統括しながら、ラパス県内 7 市とオルロ県内 3 市の技師職及び両県の技師に対し

て、施設設計、工事監督、検査業務の技術の能力向上を図る研修計画を立案・実行する。また、

10 市が行う灌漑作物の栽培指導を行う。 

 

付属資料１３ 専門家 TOR（案） 
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４．業務の範囲及び内容 

現地コンサルタントチームを統括しながら、PDM 及び PO に規定された活動を進める。 

（1）国内準備期間 

ア 既存資料の収集・把握 

イ JICA 中南米部・農村開発部との打合せ 

ウ 現地活動計画(案)の策定 

 

（2）現地派遣期間 

ア JICA ボリビア事務所、C/P 側（水資源省灌漑次官室、農牧省農村開発･農牧次官室、ラパス 

県、オルロ県等）との活動計画の調整 

イ PDM に沿った活動の全体総括。特に以下の成果については重点事項となる。 

 （1）－1 第一回派遣時 

種

別 

活動内容 県・市職員の現時点の状況 将来状況 

１ 【成果 1 関連】県・市職員

への灌漑技術指導 

提高 5ｍ程度のため池の施工

経験はあるが、施設位置、規

模の選定については、地元要

請が多く、事業を申請する際

に必要な知識がない。 

建設する規模は同様であって

も、立地条件、水量等の自然条

件を考慮して、経済的、効率的

施設を、実施例を参考に、自力

で建設できる。 

２ 【成果 4 関連】  

灌漑水を利用した、野菜栽

培に必要な、圃場レベルで

の、水管理技術を指導する。 

自家用に栽培されている野

菜はあるが、団地で栽培され

ている状況ではない。 

灌漑施設を利用した野菜栽培

ができる。 

 

（1）－2 第二回派遣時 

種

別 

活動内容 県・市職員の現時点の状況 将来状況 

１ 【成果 1・4 関連】 

第一回派遣時に作成する４

種の灌漑施設についての技

術マニュアル、事業管理に

ついてのマニュアル、営農

指導に関するマニュアルに

対し、工事・活動の実際の

経験を踏まえて修正する。 

（上記(1)-1 のとおり） （上記(1)-1 のとおり） 

2 【成果 5 関連】  

ラパス県生産開発部・オル

ロ県生産開発部・県関係部

署（SEDAG、灌漑課）等の

政治的な協議会はあるが、実

務的かんがい事業の協議会

はない。 

 

JICA 事業が終了した時点で、

10 工事以上のかんがい工事を

実施するための連絡協議会を

設立する。 
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県機関・水資源省灌漑局、

農牧省土壌保全課・サン・

アンドレス大学、カトリカ

大学、オルロ県技術大学・

10市の連絡調整について現

地リーダーを介して行う。 

 今後この地域で 10 ヶ所以上の

灌漑施設が完成され、野菜生産

が行われ、家畜頭数が増加す

る。 

 

なお、成果 2（事業管理に関する知識向上）、成果 3（水利組合組織化）については現地コン 

サルタントが主体的に活動できるよう支援する。 

 

ウ C/P 側及び JICA ボリビア事務所への報告書作成、報告 

 

 

（3）帰国後整理期間 

ア 収集資料の整理 

イ 業務完了報告書作成 

ウ JICA 中南米部・農村開発部への報告 

 

 

５．住居・通勤条件  

住居はラパス市で、パタカマヤ市に月曜日から金曜日まで宿泊して作業ができることが望まし

い。 

ラパス市とパタカマヤ市は 103ｋｍ 自家用車では 1.5 時間未満で通勤は可能 

 

参考：日本人専門家（リーダー）とローカルコンサルタント（現地リーダー）の作業分担 

 

作業項目 日本人専門家（リーダー） ローカルコンサルタント（現

地リーダー） 

農牧省・水資源省・ラパス

県・オルロ県・10 市の事業の

円滑な推進のための協議 

ボ側関係者に対し、プロジェ

クトで目指す方向性を説明

し、合意を得る。 

 

協議結果を中央政府・県・市

のカウンターパートや JICA

契約コンサルタントメンバ

ー等関係者に衆知させる。 

プロジェクト活動 

1. 小規模灌漑に関する技

術向上 

2. 小規模灌漑施設建設事

業管理に関する知識向

上 

3. 水利組合の組織化 

技術項目について内容を確

認する。行動計画の骨子を作

成する。 

 

専門家から指示された事項

についての具体的行動計画

を立て、市、県、中央省庁等

との職員との打合せを行い、

設定目標を達成する。 

成果 2・3 については現地リ

ーダーが技術項目の内容を
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4. 営農(畜産)／流通 

5. 県・市での活動の定着 

確認し、行動計画の骨子を作

成する 

プロジェクト工程管理 

１． 実施予定・結果報告

作成 

２． 予算・決算管理 

行動計画に合致する予算案

を作成する。 

設定目標に対しての現在作

業状況を把握して、職員を指

導する。 

報告書作成・決算管理を行な

う。 

 

プロジェクト定期評価 評価指標の妥当性を確認し、

作業を統括する。 

業務調整担当とともに具体

的指標の情報を準備し、評価

コンサルタント（別途契約予

定）と作業内容を調整する。

労務管理 現地リーダーを指導する。 JICA 契約コンサルタントの

メンバーを管理する。 

日本人専門家不在時の総括  プロジェクト全体を管理す

る。 
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